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序章課題と対象

1 課題と視角

現在，世界の多くの国々で宮畏関保と中央政府と地方政府の政府間関係の大きな再編が生じて

いる。教育の領域においても前者では学校選択や学校設置者の多元化が問題として関われ，後者

では教育行政の地方分権化やナショナル・カリキュラムの設定など，分権と統制の再編が見られ

る。わが閣も世界のこうした動きに歩諦を合わせるかのように再編が進みつつある。特に，先年

地方分権推進一括法が議会を通過して本年4月より施行となり，これによって教育行政も一定の

分権改革がなされたが，改めて教育行政の領域における政府関関係が、注目され，それをどう構成

し，地方自治や学校参加をどう進めていくべきかが問われている。

政府間関係論は政治学・行政学・財政学の鎮域で議論が進んでおり，わが間の中央地方関係の

理解をめぐっていくつかのモデルが出されている。ここではそれらの詳細な検討はせず，それら

の先行研究を必要に応、じて若干の整理しながら，そこからいくつかの理論的課題を取り出してお

きたい。

わが閣の政府間関係の理解についてはこれまで大きく分けて3つのモデルがある O ①垂直的行

政統制モデル，②棺互依存・水平的政治競争モデルあるいは分権融合モデル，③柔構造的集権制

モデルあるいは政党・官僚髄混合化モデル，である。村松妓夫はわが匿の中央地方関係のあり方

をきわめて中央統制的な性格の強いものと措く，辻清明を代表とする従来の理解(垂直的行政統

制モデル)に対して批判を加え，地方のリソースの大きさと中央と地方の事務の「共有Jの成立，
政治家を媒介にした地方自治体関競争を重視して，中央と地方は相瓦依存関係にあるとした(1)。

また天川晃は集権概念をより限定的に使用すべきであるとして，分離・融合概念を提起し，戦後

のわが国の中央地方関係を分権融合モデルととらえた (2)。しかし山口二部は村松の政治家優位

モデルを批判し，時間軸を取り入れつつ，高度経済成長によって政党と官僚制の相互浸透が生じ

てきたとして，両者の混合化モデルを指摘する (3)。財政学では重森暁が地方毘体の事務範屈の

広さと財政支出の大きさ，産接選挙と多くの行政権限・条例制定権といった分権的側面があるが，

依然として機関委任事務や通達・行政指導，自治体課税権の制限等の集権的枠組みがあるとして，

柔構造的集権制モデルを唱える (4)。

全体としてこれまでの研究は，中央集権的とされるわが罰の政府間関保を集権・分権軸以外の

新たな軸を加え，あるいはシステム内部の複雑性を解明することで，より精轍な理解を生み出し

てきたといえる。また集権概念と分権概念を相対的な関係でとらえようとする点も共通の認識に

なっている。しかし，②のモデルと③のモデルでは①のモデルで十分着Bされなかった点を摘出

しようとしている点では同じ地平に立つが，わが国の政府関関係がすでに分権化されたことを強

調する②と集権的システムの解明に意を注ぐ③ではやはりわが闘の政府間関係の理解や着吾する

事実・事態について違いがある。さまざまな領域で研究が蓄積されてきているが，山口が「中範

囲の理論Jと実証研究の結合が必要だと述べていた (5)研究状況はいまも変わっていないといえ

よう。特に教育の領域においては法制度研究は別にして，行政・政策システムの実証研究の蓄積

が薄いのではないかと思われる。また教育の領域といっても，一般的な教育行政・政策の政府間

関係の把撮という方法では不充分であり，小中高大といった各学校段階ごと，教育内容・雄設設

備・教職員といった分野ごとでその実態の解明に努める必要がある。

天JlI!ま従来の集権概念の包括性を問題視して融合概念を提起したが，融合概念についてはその
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意味が十分明示されておらず，集権概念との関係も不明確であるとする批判がある (6)。筆者は

当面分離・融合概念を前提とせず，わが留の行政・政策システムを分権的あるいは多元的な要素

を含みながらもなお集権的なシステムとしてとらえ，その構造を解明しようとする③の視点をも

ちつつ，システムの分節的ユニットと政策過程の実誌を行うことを課題としたい。

とりあえず本稿で焦点を合わせようとするのは，水平的政飛関関係の次元である。わが留の中

央地方関係が単純な中央統制型システムでないとすれば，政策はいかに影成され，決定・実施さ

れていくのか。上に述べたように集権制システムの分節ユニットとその過程，いわゆる政策過程

の研究が必要となる。集権的か分権的かは 1つには法・制度・機構のレベルあるいは権限の所

在というレベルで決まるが，制度の運用や当事者の認識のあり方によっても大きく左右される。

中央地方関係のあり方を把握するためには，制度レベルだけでなく，地方政府レベルでの政策形

成・実施過程の分析が不可欠である。その際 1つの地方政府に限定しての政策形成・実施過程

の検討も必要であるが，ここでは地方政府間の水平的コミュニケーションの次元に焦点を当てた

Uミ。

なかでも本稿は自治体連合組織に注呂する。ここで触れておきたいのは，木佐茂男の自治体連

合組織の研究(のである。木佐はドイツの自治体連合組織の研究の中で，日本の地方6盟体の問

題点を指摘しつつ， ドイツの地方自治の充実にとって自治体連合組織が非常に大きな役割を果た

していることを豊富な事例をもって描写している。ドイツの自治体連合組織は自治体が共通に抱

える課題と個々の自治体の閤有の課題に対するシンクタンクあるいはコンサルタント的機能や，

菌・社会に向けての自治体の代理人的役割を果たしており，この組織のこうした機能が小さな自

治体を存立せしめ，また社会に地方自治を根付かせているというのである。わが閣の現在の地方

分権論議には中央政府のスリム化とその受け恩のための地方での市町村合併，広域連合を主張す

る大きな流れがあるが，これが地方自治の空洞化を招きかねないとの指摘は各所からなされてい

る。内実ある地方自治の実現のためには，木佐の描くようなドイツの自治体連合を有力な媒介に

した「下から自治を積み上げていくjという形の重層的な政府間関係を構想することが求められ

よう。

話はややもどるが，中央地方関係の分権融合モデルの立場に立てば，現在の課題は分権分離型

社会をめざすことになるのだろうか。松村はそうした方向を求めているようである (8)。もし分

権融合モデルが中央スリム化・市町村合併という志向性をはらむものならば，小さな単位での地

方自治という志向性を宥する分権的集権モデルとの差異はより明瞭となろう。本稿は分権概念の

要件の lつに「檎完性J原理 (Subsidiarity)あるいは水平的地方政府間協議システムを見るべ
きだと考える。そうしたときに，自治体連合はきわめて重要な検討の対象になってくる。もっと

も本稿は全国レベルの自治体連合組織でなく，北海道における農業高校を設置する市町村の連合

組織という小さな組織を対象とするものに過ぎない。

以上のような研究整理と問題意識からすれば，教育行政・政策システムの領域においても水平

的政時間関係について検討する必要があろう。それには地方政府同士のインブォーマルな政策コ

ミュニケーション，フォーマルな組織としての自治体連合，また地方教育委員会等を媒介とする

一時的な協議会・審議会的なものといったようにいくつかのレベルが存在するだろうが，ここで

は自治体連合キ邸能を検討の対象に据えたい。本稿の対象については次節にゆずる。
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2 本稿の対象

本稿で対象とするのは加盟国体が現在10市町村という小さな自治体連合組織， r北海道市町村
立農業高等学校振興対策協議会J(以下「農振協J)である。全鴎はもちろん，北海道内でも農業
高校関係者でなければ知る人の少ない組織である。しかし，筆者がこの毘体に注目するのは，次

のような理由による。

1950年代のいわゆる f逆コ}スj期の後， 1960年代に入って高度経済成長が本格化する中で，

わが国政府が能力主義・学科多様化の教育政策を打ち出し，また企業の能力主義的労務管理・労

働編成のあり方が学校教育に浸透し (9) 中等教育が強い偏差犠主義の波に巻き込まれたことは

あえていうまでもない。 1960年代には農業高校の近代化，工業高校の全国的な増設など，職業高

校教育のてこ入れが行われたが，その後全体的な普通科志向のもとで職業高校は次第に下位に位

置付けられるようになっていく。特に農業高校は，農業人口の減少を背景に志願者が急減し，高

校進学事が急増する中でその再編成を余儀なくされた。 1955年ごろからの技術革新の進行によっ

て府県の農業高校は急速に転換を進めたのに対して，北海道農業は葡麗という成長部門を抱えて

いたため農業高校はむしろその数を増加させたが， 1970年代に入ると北海道の農業高校も学校

数・関口数ともに大きく減少させる。またそのころから農業高校の生徒の多様化1 非農家子弟の

入学ゃいわゆる学力の低下が見られ，学校運営に困難が生じてきている。しかし，北海道では戦

後道教委の町村一高校j政策にも支えられて族生した市町村立定時制農業高校が1970年代に

急速にその数を減少させながらも存続し，少子化によって中卒者数が急減して高校再編が進めら

れようとしている現今においても比較的に安定的な生徒確保とその教育実践の高い評舗を得てい

る(10)。本稿では市町村立農業高校の教育実践について詳細に扱うことはしない。この点につい

ては拙稿を含むいくつかの先行研究を参照されたい(100

ここでは，市町村立でしかも農業科である高校が高校再編の波の中で，その教育実践が一定の

評価を受ける形で存続してきたことの根拠あるいは基盤として，それらの高校を設置している市

町村の連合組識である「農振協jの存在を指摘したい。市町村立農業高校の存続には，個々の高

校と市町村の努力だけでなく， r農振協jの役割が大きく与っていた。市町村立農業高校は概し
て1関口，せいぜ、い 2関口の小規模校であるが，その存続は学科改編を始めとする独自の政策開

発と施設設備・教職員配麓の充実が不可欠であり，そのために「農振協jは政策開発と情報交換

の場として，また道教委への圧力団体として有効に機能した。本稿は，まずこうした機能を来た

した「農振協jの組織や活動とその軌跡を明らかにすることを日的にする。また本稿は，そうし

た作業を通じて，北海道の高校教育行政・政策システムにおける「農振協Jの位置を明らかにし，
高校教育という課定された領域での政策過程分析を行うことによって，戦後教育行政における政

晴関関係の特質を解明するための手がかりを得ょうとするものである。なお戦後北海道の農業高

校の展開を見る場合， r農振協j以外にも重要な組織・団体が存在する(12)が，それらについては
別個に検討する必要がある。

なお本稿は，地方教脊行政における自治体連合組織に関する事例研究であるが，一面において

は，北海道における農業高校再編の部分的な康史研究であり，近年の全国的な高校再編の展開に

おける北海道の 1つの特搬を示すとともに，その再舗のあり方について一定の示唆を与えること

ができょう。
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第1輩 f農接協Jの設立過程

1 前史

1 )市町村立定時制農業高校の旗生

1947年3月学校教育法が成立し，翠年新制高校が発足した。 1946年3月に来日した第1次米国

教育使節理はその報告書において， i初級中等学校jの上に「上級中等学校jを設霊し，授業料
は無徴収として，ゆくゆくは進学希望者全部に種々の学習の機会が提供されるようにすべきと述

べていた。この報告書には明示されていなかったが，そこでは f上級中等学校Jは「学区制j・「総
合制jという態鄭が適用されることが予定されていた(13)0 CIEはこの使節団の勧告に沿った高

校教育政策を取り，高等学校の普及と男女共学を加えた高校三原則の実施を政府と都道府県に要

求した。文部省も「新学校制度実施準備の案内j(1947年2月17日通達)において，新制高校の

準義務制的性格を明確にし，勤労青少年のための「定時離j課程の設置と高校三原則の採用を求

めた(14)。北海道では，道教委がCIEの方針を受けとめ， 1949年に高校三原期にもとづいた公立

学校施設の整繍・再配置の実施計画を発表した。

当時の北海道では， 1950年に「北海道総合開発計醤Jが策定され，北海道の地域開発が大きな
課題となっており，学校と地域社会を結びつけ，学校を文化開発のセンターに位置づけていこう

とする機運がもりあがりつつあった。そのため道教委は地域の各市町村は少なくとも 1校は高校

をもつべきであるという「一町村一高校jという高校配置横想を提唱した。特に，道教委が「市

町村立高等学校(定時制課程)の設置認可方針j(1952年2月告示)を提示し，市町村立定時制

高校の設建を強く奨励した (15)1952年震以降，市町村立定時制高校は急、増した。なかでも農業科

として設聾された高校が圧倒的に多く，市町村立定時制農業高校は北海道の農村勤労青年への後

期中等教育進学の機会の提供と高校進学率の上昇に大きな役割を果たすこととなった。

表 1は1948-78年の「北海道における農業に関する学科をもっ高校数及び、生徒数の誰移j，グ

ラフは1948-78年の「北海道の高校における農業に関する学科の関口数の推移jを示している O

高校数を見れば， 1950年に 8校であった甫町村立定時制農業高校は1955年には36校に達し，この

5年間で4倍化している。1955年時点、で農業学科を置いた道立高校は全定合わせて19校であった。

北海道で、は農業高校は1950年代に入ってから学校数では市町村立が選立を凌駕しており，生徒数

においても1950年代後半には市町村立定時制が40%に近い比率を占めるようになっていた。 1956

年における全道(全学科)の選立高校は112校，市町村立高校は146校，そのうち市町村立定時制

高校は140校であり(表2)，その市町村立定時制高校の4分の lが農業高校となっていた。 1950

年代から60年代にかけての北海道の高校教育において市町村立定時制農業高校は無視することの

できない大きな存在になっていた。

2)市町村立定時制高校の抱える鵠題

道教委の市町村立定時制高校設置奨励と地元子弟への高校教育の提供をもとめる地域住民の熱

意によって増設された甫町村立定時制高校であったが，いまだ貧臨から抜けきれない時期におい

ては，市町村立定時制高校は閤難な諜題も抱えていた。すなわち施設設備未整備，教職員配置の

不足あるいは過重負担，全日制志向による志願者減少であった。

道教委は先に触れた1952年の告示「市町村立高等学校(定時制課程)の設寵認可方針jにおい

て，市町村立定時制高校の設置条件を1948年文部省令第1号の「高等学校設量基準」によるとし，

施設設備の基準と事務職員・実習助手他の寵置基準を示すとともに，同時に通達「あらたに市町



6 教育学研究科紀要第81号

表 1 北海道における農業に関する学科をもっ学技数及び生徒数の推移

分区 学校数(分校) E主 徒 数

道 i中L 市町村立 私立 道 玉Z 市町村立 私立 備 考

年度 計 言十
全日昔話j定時制 全日制j定時制 念日常日 全日制 定時制 全日制j5E持制 全日制

1948 10 11 (15) 1 4 (1) 1 27 (16) 
1949 10 13(17) 1 5 (2) I 30 (19) 

1950 11 15 (19) 3 8 (2) l 38(21) 302 6，861 

1951 16 16 (19) 4 14( 5) l 51 (24) 269 8，251 生徒数は，教育庁

1952 16 16 (14) 4 20( 5) 1 57 (19) 4，413 3，158 307 1，931 275 10，084 刊「教育調査報告

1953 16 16(1 ) 4 33( 4) 1 70( 5) 299 著書J1967年3月に
1954 18 17 2 33( 3) 1 71( 3) 367 11，729 よる。

1955 18 17 2 36( 3) 1 74( 3) 309 12，222 

1956 19 19 I 35( 3) 1 75( 3) 313 12，710 

1957 19 20 1 36(1 ) 1 77(1 ) 266 13，196 

1958 19 19 I 35( 1) 1 75( 1) 5，672 2，678 5，077 315 13，742 

1959 19 19 1 34(1 ) 1 74(1 ) 5，695 2，090 5，346 375 14，272 

1960 20 18 1 36 1 76 5，665 2，665 5，285 401 14，016 

1961 20 19 1 37 1 78 5，621 2，401 4，998 360 13，380 
生徒数は前掲警

1962 20 19 I 35 1 76 5，830 2，511 5，199 326 13，866 

1963 20 21 1 32 1 75 6，270 2，990 5，205 354 14，819 
による。

1964 22 21 32 1 76 6，721 3，754 5，139 407 16，021 

1965 21 20 34 1 76 6，961 4，011 5，644 423 17，039 

1966 18 21 36 1 76 6，757 3，836 6，076 423 17，092 

1967 16 23 38 1 78 6，419 3，901 6，149 394 16，863 

1968 14 23 38 1 76 5，960 4，016 6，343 386 16，705 

1969 14 22 1 36 1 74 334 16，495 

1970 14 22 1 36 1 74 321 16，155 

1百71 14 22 1 36 1 74 263 15，231 
生徒数は学校碁

1972 14 20 1 35 1 71 243 14，182 
本潟査により作

1973 15 20 1 31 1 68 207 13，147 
成。

1974 15 19 1 24 1 60 208 12，226 

1975 15 19 2 18 1 55 210 11，556 

1976 15 18 2 15 1 51 209 10，988 

1977 15 17 2 15 l 50 233 10，403 

1978 16 15 1 13 I 46 257 9，794 

注)併置の定時制は1校としてす及っている。( )内は分校数。
(学校数は吉田嘉明による学校改廃状況識変より作成)

出典)田島3重雄編 f北海道農業教育発達史j日本経済評論社， 1980年。

表2 北海道の高校教の推移(選立・市町村立制および全日制・定時制別)

道 立 市町村立
総計

全日制 定時制 言十 全日制 定時制 言十

1953 96 84 98 20 155 161 259 

1956 111 96 112 18 140 146 258 

1962 121 104 122 42 122 131 253 

1966 162 123 165 19 78 89 254 

1971 170 113 172 17 72 85 257 

1976 190 108 191 33 50 68 259 

1981 218 106 219 31 29 51 270 

1986 241 65 242 30 18 44 286 

1991 243 53 244 31 13 41 285 

1996 244 43 245 31 13 41 286 

出典) 北海道教育庁『北海道高等学校一覧j各年版より作成。
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北海道の高校における農業に関する学科の縄口数の推移

(1948年-1978年度) (道立・市町村立)
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村立学校を設置せられる場合に当該施設が害すべき要件について

施設設備上の指示を与えていた(16)。

しかし，当時の市町村の財政は高校の施設設嬬等の充実を許さない場合も多く，また学校設置

を地方交付税甑分額増加の手段として基準財政需要額相当分さえ支出しない市町村も多かったた

め，施設設嬬の不充分な学校が多く見られた。とりわけ職業学科の場合には施設設備の負担が大

きく，その充実が課題となっていた。たとえば， 1959年において市町村立定時制高校125校のうち，

専用校舎をもつものは77校 (61%)に過ぎず，麗内体育館をもつものはほとんどなく 1教案程

度以上の産振施設をもつものは14校にだけであった(17)。また市町村の財政問題は教職員配置の

不足と教職員の過重負担を招いていた。北海道高校長協会定通部会は1953年9丹の総会で，市町

村立定時麟高校の事務職員・麗傭員の給与の道費負担を議題に取り上げ(18) 1957年9月の定通

(勧告)Jを出してより詳細な
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教育10周年記念大会では 3つの要望事項を決議した。①市釘村立高校(定時制)の設置認可方

針に示された設置要輔の実施方を促進されるよう，道教委より，各市町村教育委員会に対し，適

当なる指導助言を与えること，②高等学校夜間課程の給食実施に必要なる人件費及び施設設備は

法に定められた如く，設置者が負担し，速やかにこれを予算に計上すること，③市町村立高校全

日制勤務者が給与道費支弁の道立高校又は市町村立定時制高校との人事交流をなされた場合に思

給が通算されるように条開化すること。

こうした市符村立定時制高校の施設設備，教職員配置の課題に対して，校長会定通部会は設量

者に基準の完全実施を求めるとともに，部会として市町村立定時制高校の道立移管の運動を行っ

ていた。すでに1953年9月の総会で市町村立定時都高校の道立移管促進を議題として掲げ， 1959 

年11月には移管の瞭情を道教委に行った(19)。しかし，同年12月の定通部会常任理事会では，道

立移管について，これは教職員の劣等感から生まれたもの，市町村立の方が運営に妙味がある，

全日制転換への準備工作の疑いがある，定時制として補助を出した校舎を連立にできない，など

と種々の意見が出され，定通部会が道立移管で意見を統一することは密難になった(20)。

一方道教委は， 1957年12月に「市町村立定時制高等学校振興対策要網jを通知し，施設設備，

教職員，学級編成，教育課程・授業形態その他の諸課題の解決について道教委，市町村教委，学

校の役割分担を明確化した。翌1958年7月には「北海道市町村立高等学校定時制課程施設設備暫

定最低基準jを発表し，校地・校舎・設繍・響宿舎・教職員住宅等の水準向上を市町村教委に要

求した(21)。しかし，校長会定通部会・北海道定通教育振興会等は， 1964年に市町村教育委員会

に対して，事務職員の配置，疲詞諜程教員への夜間手当て，教員住宅の充実，教員研修の機会充

実，施設設錆の充実，の陳情を行っており (22) 1967年10月にも「市町村立高校の施設，設備の

充実及び設量者負担の職員の確保について強力に行致指導していただきたいjとの陳情蓄を関係

機関に提出している (23)ことは，市町村立定時制高校の教育条件整舗が1960年代になっても依然

として謀題として残されていたことを示している。

さらに，全日制志向と1960年代後半の中卒者減少によって市町村立高校に定員若手jれが生じてき

た。中卒者数は1966年以降毎年 l万人が減少し，また農村から都市への人口流出が加速しつつあっ

た。 1967年度入試において募集定員に満たない学校は56校 (27.6%)に及び，そのうち20校は定

員の50%内外という状況であった(判。ただ定員割れは主に市町村立定時制普通科に現われ，農

業科の志願者はまだこの時点で定員を下密つてはいなかった。

3 )市町村立定時制農業高校の課題と道教委の政策

では市町村立定時制農業高校の置かれた問題状況はどうであったか。

戦後新制高校が出発した当初の農業教育は，戦前の農業教育が教科中心主義・知識注入型で

あったことを反省して，経験主義・生徒中心型の教育の導入を図ろうとした。総合農業，プロジ、エ

クト学習，農業クラブなどがその重要な構成要素としてあげられる。しかし，こうした新しい農

業教育は全日制農業高校(道立)には十分定着しなかった。全日制であるためにホームプロジ、エ

クトは閤難であり，スクールプロジェクトも農場会計髄度の問題から消滅し，農業クラブのみが

継続された (25)。これに対して， 1950年代から急増した定時制農業高校(市町村立を中心とする)

では，新たな教育理論を学んだ教員たちの献身的な努力もあってホームプロジェクトが成功し，

広く普及して定着した。上士幌高校，女満5J1j高校などの「村づくり教育Jの実践は全道に知られ，
f地域社会学校jのモデルとされた。

ところが，高度経済成長が本格化してくる1960年前後から，農村から都市への大規模な人口移



高校教育における市町村連合の窓義 9 

動による農村・農業人口の減少と農工関の経済格差の拡大が問題となり，農業基本法制定(1961

年)を瞬期として政府は農業近代化政策を推進した。これは高校農業教育にも波及した。道教委

は， 1961年の中教審建議「農業の近代化に即応する高等学校農業教育の改善方策J，文部省「高

等学校農業教育近代化実施要項jを受けて， 1962-64年に10校の道立全日制農業高校を f近代化

指定校J(パイロットスクール)とした。次いで1964年の中教審 f高等学校における農業自営者

の養成および確保のためにjを受けた文部省「自営者養成農業高等学校拡充整備実施要領jによっ

て， 1965-68年には4校の道立全日制農業高校が大型自営者養成農業高校 (B型)として指定を

受けた。これによって道立全B制農業高校は農場，寄宿舎を始め，施設設備が拡充され，卒業生

の就農率も高まる。定時制農業高校でも，農業構造改善事業，農業機械化が進行する中で，それ

に対応した農業教育をどう編成していくかが課題となるに至った。

さらに前項に見たように，市町村立定時制高校は施設設備未整備，教職員寵置あるいは過重負

担という課題をかかえており，また全日制志向によって1960年代中頃にはまず普通科が志顧者減

少に見まわれ，農業科においても将来の志願者減少が予想されていた。

こうした状況のもと道教委は， 1966年度からの大学匿制の実施を前に， 1965年9月議立の単独

農業高校10校の校長を召集し，各校の学科再編成と学校の将来構想について意見を開く会合を

もった。そこで教育次長同村正吉は今後の高校再縞成の方針を示し，農業高校に関わって以下の

4点を提起した (26)。①農村部の町村立普通科は存立の危機にあるので農村振興に役立つ定時制

農業科に切りかえる。②現在高校生の普職の比率は65:35であるが，科学技術の進歩，産業界の

テクニシャン要請などから， 1968年には60:40， 1970年頃には50:50にする。その一部として農

業高校の拡張を図る。@全道で30関口減となるが特色ある学校や地元の特殊姪務を帯びた学校は

1学級編成でも残す。④普通科から産業教育を行う学校に転換した学校には優先的に産振予算を

投入する。特に産振設備には10ヵ年計画で7億円を投入することにし aその地域の中心校， b 

特色ある教育を行っている学校 c学科転換を行った学校，に重点配分する。

町村立定時制普通高校は，志願者減少の事態に道教委の上の方針を受けて， 1965年から67年に

かけて 8校が農業科に転換を行った。また既存の町村立定時制農業高校では1965-69年に生活科

10学級が新設され，酪農科2学級が新増設された(27)。

ただし，道教委の農業科拡充案は定時制農業科のむやみな増設を求めるものではなかった。

1967年4月の北海道産業教育審議会答申「高等学校急増対策終了期以降における農業教育振興の

方鈴についてjは，市町村立定時制農業高校について地域農業の状況，入学志願生徒の実態，交

通事情，施設設備の状況，農業自営者の確保の状況等を検討して厳選し，存置する高校を自営者

養成農業教育指定校とするとし，自営者養成としての役割を果たせる高校を要請していた。 1967

年5月に道教育長に就任した関村正吉は市町村立定時制農業高校に非常に高い評価を与えていた

が，それは f農業後継者の育成Jという観点からであった (28)。道教委の政策は，農業人口の減

少に対する農業後継者確保に対応、できるよう市町村立定時制農業高校を再編成していくことにね

らいがあった。

この時点で甫町村立定時制農業高校は，農業近代化に対応、しながらどう自営者養成，農業後継

者確保を実現していくかという課題に直面していた。道教委から見れば，道立全日制農業高校に

対しては農業近代化に対応できるように重点整備を行ったが，市町村立定時制農業高校を農業後

継者育成という観点からいかに再編成するかという課題が生じていたのである。
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2 r農援協jの発足
1)設立総会と当初の活動方針

上述のような状況のもと，道教委は教育庁財務課長中JII利若名で各甫町村教育長宛に「農業高

校を設量する市町村の教育長会議を組織するための呼びかけJ(1967年9月12日付)を送った(資
料1)。この「呼びかけJは，農村からの労働力の流出，新規学卒者の就農準の低下および中卒

者の減少によって生徒確保が困難になり，各学校の維持困難も予想されるので， r関係市町村が
一体になって共通課題に取り組み，それぞれの特色を発揮しながら共存できる方途を見出してい

かなければならないjとして， r農業高校を設置する市町村教育長の組織を作るなどして当面す
る課題を討議研究し合うjことを述べている。これに応じて，問年10月7日，幾名かの教育長が

参集し，これが設立準備会議となって， r北海道市町村立農業課稜高等学校振興対策協議会設立
に関する『趣意書JJ(資料2)が作成され， 13名の教育長連名で向年11月付けにて全道の関係市
町村教育長にこれが送付された。「趣意書Jは，先の「呼びかけjの内容を措襲しながらも， r農
業後継者養成機関jとして「相応しい教育内容，施設・設婿あるいは教職員組織等の整備をはか

ることが急務であるjと，教育条件の改善をその課題にあげている。そして同年11月初日， r北
海道市町村立農業課程高等学校披興対策協議会J(29)設立総会が罷催され，全選37市町村の教育

長の参加を得て同会が発足した(資料3の年表参照(30))。初代会長には南幌町の市田次男教育長

が就{壬し，事務局は道教育庁管理部財務課(定通振興育英係)に置かれた。

設立総会で「昭和42年度活動方針J(資料4)が提案され，翌12月6日の第l回役員会で f昭

和42年度活動方針の具体化についてJ(資料5)という方針の具体化方策・作業課題が決定された。

この2つの文書は，①「各市町村の農業後継者養成計画jの作成と「甫町村相互の連絡提携並び

に調査研究jによる「定時制農業教育ピジョンの確立J，②学校農場・実験実習室・寄宿舎や農業・
農家生活近代化に即した生活技術習得のための施設設備の充実整備およびそのための習の補助率

引き上げ・適用範掴の拡大，③専門課程教員・専任教員・実習助手等の充実強化，④中学校進路

指導の f適正jイヒ，農協・普及所との連携，各高校を-tンターとする地域農業教育振興組織(後

教育を含む)の結成など，地域社会との連携強化，を「農振協Jの当面の活動課題としている。

これら 4つの課題のうち，①と④は各市町村の取り組みをまずは待たねばならないものであり，

1968年から69年にかけて， r農振協jは役員会で道教委の財務課・教職員諜・管理課，校長会農
業部会などと懇談をもちながら，主に施設設嬬・教職員配置の整備充実面での陳情を行っている

(資料3)。

2)校長会麗業部会への研究委嘱

しかし，上の活動方針の①「定時制農業教育ビジョンの確立jは，市町村教育委員会教育長の

理体である「農振協jだけで行いうるものではなく，全道的な視野での市町村立定時制農業高校

の将来構想については校長会農業部会に多くを委ねざるをえなかったようである。

1969年7月の総会では道教育庁の中川利若管理部長の出席も得て，校長会農業部会との連携に

ついて協議を行っている。他方校長会農業部会の方も，農村人口の減少の中でどう農業近代化と

農業後継者の確保を実現するかという観点から農業高校の再編成を考えざるをえないところに立

ち歪っており，市町村立定時制農業高校の振興は大きな課題であった。同年10月に富良野市で開

催された「農振協jの第 l同研究協議会(研修会(31))では，市町村教育長と関係高校長の合同

協議がもたれ，校長会農業部会作成の川口毎道高等学校定時制農業教育振興の基本方針jが審議

され， 1970年8月の第2間研究協議会でも校長会農業部会作成の「北海道高等学校定時制農業教
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育振興方策(基本方策)J (32)が教育長と農業部会全校長の合同協議で審議され，これについて意

見の一致を見た。さらに悶若手10月の「農振協J理事会では，この「振興方策jの具体的推進を図
るために校長会農業部会に研究を委嘱することが決定された。農業部会ではこの委嘱を受けてはと

海道市町村立定時制農業教育振興推進委員会J(通称、何人委員会J)を特設し，そこで農振協と

連携をもちながら「振興方策jの具体化案が検討された。なお 16人委員会jの活動経過につい

ては，資料61北海道市町村立定時制農業教育振興推進委員会の歩みJの通りである。
何人委員会jは， 1971年7月の校長会農業部会理事会に具体化案原案(教育行政篇)を提出，

承認を受け，持年8月に原沢部町で開催された第3回「農振協j研究協議会において農業部会名

でそれを f北海道高等学校定時制農業教育振興方策の推進についてjとして提案，全会一致で承

認された。次いで9月より教育指導篇の検討を始め， 1972年7月原案が農業部会で承認 8月に

真狩村で開催された第4間「農振協J研究協議会で「北海道高等学校定時制農業教育援輿方策の
推進について一一教育指導篇一一jとして提案，審議決定された。これまでに決定された「基

本方策J(1970年)・教育行政篇 (1971年)・教育指導篇 (1972年)は合本されて， r北海道高等学
校定時制農業教育振興方策Jとしてまとめられた。

この時点で 16人委員会jは解任されたが，振興方策の具現化推進のため新たに6人の委員が

選出される O 新 16人委員会jは「農援協jの研究協議会のテーマ設定など，市町村立定時制農

業高校振興のための研究事項について整理・提案を行い，農業部会主催の北海道高等学校農業教

育研究集会でメンバー自身が研究報告を行うなど，r振興方策Jiこついての論議の発展を囲ったが，
1973年9月で活動を終結した。

このように， 1967年に出発した「農振協jは，施設設備と教職員配霊の充実といった麗で道教

委に陳情を行う一方で，市町村立定時制農業高校振興政策の形成については校長会農業部会に大

きく依拠していたのである。

第2意 f農援協jの組織と活動

1 組織と活動機要

1967年11月の「農振協j設立時の規約は数度の改正を経て，現在の規約(資料7)となってい

る。まず1978年11月，市町村教育長に高校長を会員に加えた。 1983年8月には市町村立全日制農

業高校も加盟できるように会の名称、から「定時制jという言葉が抜かれ，規約からも「定時制j

という言葉を抜く改正が行われた (33)。また事務局は，設立当時は道教育庁管理部財務課(定通

振興育英係)であったのが， 1971年4月に教育庁管理課へ， 1973年4月に教育庁振興部学校施設

諜へ， 1975年4月に教育庁振興部学校施設課高等学校係に， 1977年8月に教育庁学校教育部高等

学校諜に， 1989年8月に教育庁生援学習部学校教育課へ， 1997年9月に教育庁生涯学習部高校教

育課へ，と移動し，その度ごとに規約の事務局の部分が書きかえられている。規約では，組織の

自的を「農業の近代化に沿った農業後継者を育成確保するため，道内市町村農業高等学校教育の

充実振興を関ることjとしている。

財政収入は主に会を構成する市町村の負担金からなる。設立時の負担金は年額3，000円であっ

たのが， 1970年より 5，000円に， 1971年より 8，000円に， 1979年からは30，000円に， 1985年より

50，000円に値上げされ，現在に至っている O 支出は会議費・研究協議会費・調査活動費・事務費

等に当てられている。

総会は年1回開催される。総会開催時に研究協議会が関寵される。総会・研究協議会の関鑓地
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は現在各市町村の回り持ちになっている。総会・研究協議会時には閲鑑地校および潤催地周辺の

農業関係施設の研修視察が行われる。研究協議会は1969年より開催され，その要項は資料8の通

りである。研究協議会は，当初は会員市町村教育長数も多く，隣鑑市町村および開催地校農業教

育の概況説明のあと，教育長部会と高校長部会に分かれて提言発表・協議し，その後合同協議会

(全体協議会)をもっという形態をとっていた。しかし，第7罰 (1975年)には部会別協議が消

え，第8匝(1976年)には援活したが，第9間以鋒は部会開協議会はもたれなくなる。また第9

回 (1977年)以降は第12図 (1980年)を捻いて教育長の提言発表は行われなくなり，講i資・講話

と高校長の提言・研究発表，研修視察(開催地校紹介)という形に簡素化される。第14間 (1982

年)以降は提言・研究発表も 1名となっている。

役員会(理事会)は普通年に 2同行われ，総会前の役員会(理事会)では前年度事業報告・収

支決算，翌年度事業計蘭・収支予算が事前審議され，総会では同左事項と翌年度総会・研究協議

会開{農地・日時と研究協議会提言発表校，役員改選が審議される。総会後の役員会(理事会)で

は翌年度総会・研究協議会および教職員人事の要請などの陳情事項について審議し，同時に道教

委関係部署に陳情を行っている (34)。総会・研究協議会・研修視察・役員会・理事会開鑑年月日

は資料9の通りである。

刊行物としては， 1970年4月より会報『農村後継者教育jを10号(1974年3月)まで発行した。

これは4設組4貰刷りの小さなもので，総会・締究協議会の内容と収支決算・予葬，道教育長を

始めとする道教委関係者や道内農業関係者の短文，道教委等への陳情事項などが掲載されている。

他に，研究協議会の提言発衰の資料が冊子にまとめられている。

全体としてみると， r農接協jは，市町村立定時制農業高校振興のための調査研究活動・政策
関発z道教委への政策的要求，各高校の教育実践についての情報交換，道教委等への施設設備お

よび、教職員人事の練情という圧力団体的活動を主な活動内容としているといえる。

2 加盟市町村数の推移

「農振協j加盟市荷村とその数の推移は袈3のとおりである。 1967年11月の f農振協J設立時

の参加市町村数は，資料3の年表によれば37とされているが，筆者には現在36市町村しか確定で

きていない。この時点で衰3にあげたもの以外の市町村立定時制農業高校には，亀田町立亀田高

校と帯広市立替広大正高校がある。亀田高校は1968年3月をもって函館商業高校に統合されてい

る。帯広大正高校は1967年12月に募集停止となり， 1971年3月をもって開校となっている。もし

37という数字が正確であるなら，この 2校のうちのどちらかと思われる。また会報 f農村後継者

教育j掲載の収支予算表にある市町村負担金融入(予定)市町村数は， 1969年34，1970-72年35

であり，資料3では1975年の加盟市町村数は29とされているが，筆者が調べたそれらの年度の総

会・研究協議会への参加市町村数とは異なっていたり，加盟市町村名が確定できなかった場合が

ある。定時制の募集を停止した際に，阜々に脱会する場合と定時制課程の生徒がすべて卒業する

までは加盟を続けたあるいは脱会しでも教育長が研究協議会には参加を続けたという場合もある

ようで，資料が不十分な革創期の正式な加盟市町村とその数の確定が不完全になっている。しか

しおおよその加盟市町村数とその推移は饗3でとらえられよう。

ここでは表3よりその推移を大雑拙に見ておく。「農振協j設立より 5年間稜度の加盟甫町村

数は35余りでほとんど変動は見られなかったが，早いところでは遠別農業高校が1969年に全日制

農業科に転換し， 1972年に柴沢高校・新十津川高校・鵡!日高校， 1973年に浦日高校・愛別高校，



表3 r農援協j加盟市町村(高校)の推移
年度 1967 1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 19n 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 l開高 1987 19曲 1989 19~ 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 19咽8備考

会員市町村数 37136 34135 35135 33131 29 I 26 25115 14114 13111 12 I 10 10110 10110 10 I H 10 I 10 10110 10110 10110 

石狩恵庭町

窓民知事 縫沢内北綴海街高 綬俊校

010 010 010 O 1977定農隣課 停197・4車定立農移募管 l田2金管併置 1951培農

波島知内町 010 010 010 010 010 

・OO 0 

O 010 10 010 l時4定農務課 1981金聾 1955定農 1952宜普

需
010 010 010 010 010 四78定IUIlI思 1975金普 時"定農

ーセコ商校 010 010 010 010 010 O 010 O 010 010 010 010 010 010 010 O O 011948定農

実狩高校 010 010 010 010 。 O O O 010 O 010 010 自由 由。 自由 。窃 。由 骨 O 011948定農

留美子都高校 010 010 010 010 010 O O 010 O 010 010 010 010 010 010 010 O O 011966定袋 1951定普

共和高校 010 010 010 010 010 O 1979定農務課 1978道立移管 1976金普 1957車線 19日定普

製鋼内海校 010 010 010 010 010 O O 010 O 010 010 010 010 010 010 010 O O 011954定農
秩父別館f 秩父腕高校 010 010 O 

聾
01010 1982道立移管 国79定JI!/i1!穣 四76会普 1959定農

北奄 PIT北竜高校 010 010 O O 010 1978M絞 1975募停 1昔51定農

南緑町 磁幌高校 。母 。。 。 @ 010 1課97・8道定立a移1/i1!管 1975金普 1958定食

務自演T鴻臼高校 010 010 O 1976湾絞 1973募停 1950定農
楽沢費I薬開商校 010 010 O "" 1974M絞 1972募修 1948定農

新i津川町 新 j猿IIIJI!業衡校 010 010 01"" i肝3道立移管 19ヴ2定農募停 1969金集 1開6定JI! 1952定普 1制8定農

上III 復良野市 禽良野農業高校 010 010 

C C C C O O OO i〈DO O コ

010 010 010 010 010 010 010 010 O 010 010 O 010 o 11986定農閥復 1983会食 1弼7定猿

剣淵町 剣淵潟校 010 010 010 010 010 010 010 010 010 010 O 010 010 010 011983全農 1田3定農 1951定警

鷹鏑町 5健樹海綬 010 010 010 010 1983金農 19伯定農 抽出定普

町 上富良野高校 010 010 ぷ為 "" 1貯7定農陽線 1976茸立移管 4974金磐 1967定食 1948定普

町量矧j 潟校 010 010 010 01"" A 山田道立移管 1町6定農務課 1973会普 l剖8定農

町迷期j農業高校 010 010 010 1973遭立移管 1時9全線 l弼6定JI! 2田2定普 1948定鰻

町中鎖劉農業高校 010 010 010 010 010 O 語78長鵠 1975全農 1957定農 1950定普

村東海琴鶏校 01010 010 010 010 010 010 。。 由。 010 010 010 010 010 010 010 1953定農

町女灘別高校 010 O 010 010 010 010 010 霊1祭98・i道"'立a移韓関管 1978金普 1951定農

PIT鶴子府高校 010 O 01"" "" l町7定度/i1!1集 1976遊立移智 1974会普 l弼6定食 1948定農

門別震I1掌賀高校 010 O 010 

tz 主主
1田7定袋務課 1951定農

le緩投 S寄宿I投瞥高校 010 010 010 010 010 010 010 010 O O 010 010 010 O 羽田定ll/i1!課 19舶会農 1965定農 1叫8定普

調鈴村 調総衡校 010 010 010 o 由 o 骨 010 O 開制定JI!樹課目81会家 1蝿6定JI! 出52定普

豊浦揮I豊浦高校 010 010 010 O 羽田選立移管 1978定銀関線 1975全普 1970定農閑課 19曲定a韓併寵 19叩定普
鵡 111 荷 務 III 高校 010 010 010 1畿976道定立混移管濁 時間金普 1田3定JI! 1952定普

1-1務士繰町 士幌高校 010 010 010 010 010 010 010 010 01010 O O 010 010 010 

官室長?
亜 iU 村 更別潟絞 010 010 010 010 010 O 19師走鹿 1951定普

い行十音嚢わ 札迫車内 村町町

中札内高校 010 010 010 0101010 O 19臼定農

I!I! i車鶏校 010 010 010 0101010 O 19軒定農 19印定普

脅買高校 010 010 010 O 1948"定普

後室中様津町 <p様稼農業高校 010 010 010 0101010 010 010 O 010 010 01010 10 10 010 010 010 1950定普

iU海町 別様潟綬 010 010 010 0101010 O 19田定普

出典)総会‘研究協畿会饗綴・発表資料冊子， r農村後継者教育j各母をもとに作成。
枝川 Oは加盟， 0は会長を示す。
2)ムは加盟が獲定できなかったもの。たとえば1972年の場合白上記出典の資科では加盟市町村数1.:1:35であるが.加盟が穣定できたのは34で，残"1 は栗訳書Tまたは新 I-~掌lI llifであることを示す。

3)富良野終業高校は1999年 遜立富良野高校d著書佐科とともに進立衛良野工梁鶏校に統合された(道立富良野晶給高校の発足)。これにより富良野良策高校は2田1年3月をもって獲校となることとなった。
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1974年に恵鹿北高校・上富良野高校・訪日子府高校(音更高校も定時制農業科のまま道立移管)， 

1975年に躍沢部高校・北竜高校・南幌高校・鷹栖高校・中頓別高校・豊浦高校・中札内高校・鹿

追高校， 1976年に共和高校・秩父別高校， 1977年躍賀高校がそれぞれ定時制募集停止となり，そ

の多くが全日制普通科へ，また一部が全日常u農業科へ転換，あるいは閉校となり，転換校は選立
に移管されていった。 f農振協jが設立されてから10年を経過しないうちに実に20校以上が転換

あるいは道立移管，開校を迎え， 1973年より徐々に減少し始めた加盟市町村数は， 1978年にいたっ

ては設立当初の半数にも満たない数に落ち込んでしまう。その後も女満別高校・更別高校・知内

高校・洞爺高校が転換し， 1983年に規約改正して全日制農業科の市町村立高校も加入できるよう

になって中標津農業高校を復活させることができたものの， 1984年の加盟市町村数は10となり，

これ以降10市町村で「農振協jは維持されていくのである。

「農振協jを加盟市町村数で時期匿分すれば，初期安定期1967-72年，急減期1973-78年， i新

減期1979-83年，後期安定期1984年~現在，というようになろう01970年代，特に低成長期に入っ

て以降の加盟市町村数の急減に顕著な特徴が見られる。

3 設立さ話初の政策開発 『北海道高等学校定時制農業教育振興方策』一一

すでに前章で見たように，教育長団体であった「農振協jは，北海道高校長協会農業部会に市

町村立定時制農業高校の振興方策の研究開発を委嘱していた。そこで農業部会，特に何人委員

会jで練り上げられ，提起され， r農振協jで承認決定された政策文書が， r北海道高等学校定時
制農業教育振興方策J(1972年8月26自付け， r農振協j.農業部会連名，以下 f基本方策J)であっ
た。これは， r 1 定時髄農業教育基本法築j，r豆 教育行政編j，r盟 教育指導編Jの3編か
ら構成されている。 I舗が総論で， n縞.rn編はそれをより詳細に展開している。資料10として，
f基本方策jの目次と I縞を掲載した。

いまこの内容を簡潔にまとめれば次のようになる。

農業近代化や農業教育をとりまく諸情勢の変化，特に農業自営希望の志願者減少と学力低下の

傾向に対して，定時制農業高校教育はそうした事態に即応、した新しい方舟を打ち出さなければな

らない。まず，高校の闇民教育機関化の中で定時制農業高校は「包括的な農村教育の場jから「地

域農業の自立農業経営者Jを育成する教育機関としての性格を明確にする必要がある。それと同

時に，一町村一高校主義から「生産基盤や経済，生活条件などを共通とする広域地帯を一つの教

育圏とし，特色ある教育を行うJこと，すなわち「農業教育菌jを設定する。それを単位に農業

自営者養成計画 (r地域別広域養成計画j)を樹立し，また各町村の協議機関として「教育園定時

制農業高校育成協議会Jを設立する。教育条件の整備については，①地域の特色に対応し，かっ
ホームプロジェクトの助長進展に役立つ実験実習施設・設備，学校農場，農場職員などの充実，

②寄稿舎・通学パス等，生徒の通学援助と指導用車両等の整備，③市町村教委・中学校・普及所・・

燐接全日制農業高校等との連携強化，④専攻科・農業学園高等科の設置，自営者クラブ・農業者

大学の組織等，継続教育を拡充する，⑤後継者育成に対する地域農業者(父兄)の意識高揚と生

徒確保，⑥教職員研修の充実，などがあげられている。教育内容・方法の改善については，①調

査研究と教育呂標設定の必要性，②ホームプロジェクトを実習教育の中核とする，③基礎的実験・

実習を精選強化する，④系統学習・普通教育の充実強化，@生活科教育の充実強化，などが提起

され，第磁編では教育課程の編成例や実習教育のあり方，施設・学校農場の韓類と標準規模など

が示されている。
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市町村立定時制農業高校は地域に密着した自営者養成機関であるとの性格を明確にすると詞時

に，志願者減少を背景に f農業教育園Jを設定してその配置を整理しようとしていること，教育
内容・方法の中核はあくまでもホームプロジ、エクトに置きながら農業近代化に対応し得る教育改

善(施設設備・農場整備など)を進めること，などがこの『基本方策』の特鍛である。

「農振協Jの研究協議会では，第 1固から第3回まで (1969-71年)この f基本方策j策定の
ための審議が行われ，第4回，第5回(1972，73年)はその「具現化jをどう進めるかというテー

マで各高校の施設整備状況・取り組みや加盟校の雄設整備状況調査の報告が行われたが，第6間

(1974年)からは「生涯教育の視点に立った(定時制)農業教育のあり方jというテーマで研究

協議が行われ，第9部 (1977年)からは「教育課程の弾力化Jや「特色ある学校経営Jなどがテー
マに現われる(資料8)0 1967年11月に「農振協Jが発足して以降，市町村立定時制農業高校の
振興方策が審議され，成案を得てその具体化策が検討されたのは， 1973年ごろまでの 5年間程度

であり，それ以降は議論の焦点からはずれていく。なぜ、なら， r基本方策』の中心的な構想、であ
る「農業教育園jという総合的統一的な再編は実現が不可能となっていったからである。

1973年ごろから多くの加盟各校が急速に全日制普通科等に転換を始め，市町村立定時制農業高

校自体が急、激に減少していったことはすでに前節で見た。農村人口の大量流出と全日制志向，普

通科志向は大きな変動を者町村立定時制農業高校に与えていた。また『基本方策jはホームプロ

ジェクトを定時制農業教育の中核に龍く構想、であったが，農業近代化，機械化が急速に進行した

ため，もともと農業技術改善や省力化が学習課題とされていたホ}ムプロジェクトの意義も関わ

れるに至った。『基本方策』は，地域社会・諸機関との連携や実験実習の強化，学校農場の整備，

継続教育の充実など，いくつかの市町村，高校によって発麗・実現されていった内容も含まれて

いたが，その基本的な部分では現実の進行とのずれをはらんだものであったといわざるをえない

ものであった。

4 r農掠埠jの存廃需題
1970年代に入って，農業人口の減少，全日昔話l志向・普通科志舟が拡大し，定時制農業科は定員

割れは深刻化してきた。たとえば1973年度入試における定時制農業科の志願倍率は襲4の通りで

ある。市町村立定時制農業科29校44学級のうち， 0.5倍以下が27学扱 (61%)，0.6倍以下では32

学級 (72%)であった。定時制農業科全体の定員2，600名に対し志願者1，365名で平均志願倍率

0.525倍しかなく，市町村立だけでみれば定員1，760名に対し志願者937名で平均志願倍率0.532倍

であった。校長会農業部会は道教委に対し，市町村立農業高校は創立の意義を体して独自の教育

を行っており，定時制の関口前減を行う場合は， r教育変化に乏しく硬直現象jの見られる選立
併置定時制から始めるべきであるとの「意見具申Jを行っていた (35)が，危機感をもったのは市

町村立定時制の方であった。この頃を境に市町村立定時制農業高校の普通科・道立への転換・移

管が一挙に進み， r農振協Jの加盟市町村数が想、減したのはすでに見たとおりである。こうした
事態の急進は， r農振協Jの活気を奪うものであったと思われる O ここへ来て「農振協Jの存境
問題がもちあがってきた。

存麗論議は 2度にわたって行われている。最初の存廃論議は1975年にあり，同年2月と 5月の

理事会で「農振協J存境について協議が行われている(資料3)。この年の加盟市町村数はまだ
29であったが， 1974・75年の両年に定時制課程の募集停止となった高校が12校あり，数年後の加

盟市町村数の減少は自に見えていた。また「農掠協J設立時より 4期8年にわたって南幌町の市
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表4 1973年度農業高校入学志願状況

課程別志願状況

にご!
農 業日時間閏裳持昌一望…

会 481~志願者数 675 1 16 1 245 1 237 1 236 1 31 1 31 1 347 1 50 1 117 1 464 1 2，449 

若手募集人員 600 1 40 1 280 1 240 1 200 1 40 1 40 1 320 1 40 1 120 1 360 1 2，280 

目度倍率 1.131 0.401 0.881 0.991 1.181 0.781 0.781 1.081 1.251 0.981 1.291 1.07 

47 志願者数 597 1 16 1 384 1 213 1 257 1 52 1 35 1 296 1 22 1 151 1 544 1 2，567 

制
年 募集人民 600 40 280 200 200 40 40 320 40 120 360 2，240 
度 倍率 1.10 0.40 1.37 1.07 1.29 1.30 0.88 0.93 0.55 1.26 1.51 1.15 

定 48 
志綴者数 918 21 65 361 1，365 

年 募集人員 1，840 40 80 640 2，600 

持
度 倍率 0.50 0.53 0.81 0.56 0.53 

47 志願者数 1，072 21 57 430 1，580 

車日
年 募集人員 2，000 40 80 800 2，920 
度 倍率 0.54 0.53 。‘71L一一一一 0.54 0.54 

学校制志願状況(定時制) 0印は会員校昭和48年度

よ石二三氏宅 募集人員 志願者数 倍率 よF矛て募集人員 志願者数 倍率
当 ]J1j 農業 40 46 1.2 

0中頓別
酪農 40 22 0.6 

0葱縫北 。 40 31 0.8 生活 40 48 1.2 

0知 内 イシ 40 23 0.6 網走1翁ガ丘 農業 40 11 0.3 

桧山北 。 40 13 0.3 4家 ]J1j 。 40 15 0.4 

0厚沢部
。 40 21 0.5 小清水 。 40 9 0.2 

生活 40 15 0.4 0東藻琴 。 40 16 0.4 

岩見沢農業 農業 40 22 0.6 
。女満別

。 40 13 0.3 

出 。 80 33 0.4 生活 40 6 0.2 

楽 UJ 。 40 27 0.7 
0語11 子府

農業 40 21 

月 形 。 40 40 1.0 生活 40 14 

OJl智!線
。 40 12 0.3 0重量 j翁 農業 40 9 0.3 

時
40 19 0.5 O~士 1事 爾芸 40 21 0.5 

0秩父別農業
40 8 0.2 0潟 爺 生活 40 26 0.7 

40 23 0.6 毒事 内 幾重量 40 15 0.4 

UI線加内農業

44444MMM0 00GZ221O7051O00o 04 5 2 5 5 

0摩賀 生活 40 3 0.1 

。北 苦量
Q7J1j海路農

覇者 重量 40 43 1.1 

0留翼手都 。 生活 40 36 0.9 

。真 狩 イシ

0中標津農業
農業 40 22 0.6 

。ニセコ 。 生活 40 19 0.5 

0共和幾業 。 40 29 0.7 干苦広農業 農業 40 34 。困9

名苦手農業 。 40 18 0.5 j二士幌 。 40 11 0.3 

美 五提 農業 40 26 0.7 
主F 室

。 40 10 0.3 

和 寒 。 40 12 0.3 生活 40 27 0.7 

。鷹 猶
。 40 14 0.4 大 樹 農業 40 20 0.5 

生活 40 17 0.4 本 ]J1j 。 40 15 0.4 

0上富良野
農業 40 14 0.4 0土 i線 。 40 31 0.8 

生活 40 27 0.7 。 40 20 0.5 

農業 40 35 0.9 
0'1苦 E在

生活 40 15 0.4 
0富良野農業

生活 40 26 0.7 0<=ド宇し内 農業 40 15 0.4 

0番目 ?苅 農業 40 25 0.6 0君主 追 。 40 15 0.4 

0逮 ]J1j 
。 40 21 0.5 0更 Eせ 。 40 39 1.0 

生活 40 40 1.0 0標茶農業 。 40 24 0.6 

出典)r農村後継者教育j第8号(1973年3月15日)
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田次男教育長が会長を務め，会をワードしてきたが，南瞬高校が1975年に全日制普通科を設震し，

定時制農業科を募集停止することとなったため，市田教育長も1974年度をもって会長を退任する

こととなった。会の先行きに不透明惑が生じてきたため，存廃論議が生まれてきたのであろう。

この時の協議についての資料はなく，詳細は不明であるが，麗止の結論には歪らず，この後も論

議が続けられたようである。

1976年6月の理事会では， r市町村立定時制農業高等学校問題懇話会Jを開き，道教育庁関係
者と f市町村立定時制高校のあり方Jについて懇談をもっている(資料3)。そして加盟市町村

数が15に激減した1978年の理事会(11月開催)で再び「農振協jの存麗が検討された。しかし結

局 f農振協jの廃止はできない，むしろー属の充実を考え，会費の増額，会員に高校長を含める

ことが決定された(資料3)。

当時の腕加内農業高校吉田嘉明校長からの校長会農業部会福井敏夫会長(岩見沢農業高校長)

宛の番簡が3通，岩見沢農業高校の資料室の「農振協j関係資料にファイリングされている。こ

の間の状況をこの書簡からうかがってみる。 1978年日月29日付け書簡(1979年度研究協議会での

講演依頼)では，まず「昨年と今年，二年に亘って農振協の会議に出席いたしましたが，何とな

く活気がなく感ぜ、られましたし，次年度の当番も研究主題・研究指定校も決定しないま、終わっ

てしまいました。jと，当時の f農振協jの沈滞した状況を述べている。しかし，先の理事会(36)

で「いくつかの柱となる研究主題が例示されJ，幌加内村で総会ー研究協議会を引き受けてもら
いたいとの要請が出されたということで，教育長を説得して引き受けることとしたとある。添付

された研究主題倒は，①生徒の入学に関連すること，②定時制農業教育の内容・方法に関するこ

と，③地域の特色を発揮した教育実践に関すること，④定時剥農業教育の発展課題に関すること，

の大きな4つの主題に分類されたものである。

1978年12月21日付け書簡では， r農振協jの会期も同封して校長が会員に加えられたことを説
明するとともに， r農張協のあり方を問うJ議論が必要であると述べている。幌加内村教育長は，
まだ「新参者Jで「今までの会の経緯jなど知らないので会のあり方を根本的に問うような発言
はできないと言うので，校長会農業部会の2-3名に「検許委員jを依頼するとか，関係方閣に

アンケートをとるようなことも考えたが「むづかしい状況jである。幌加内農業高校での研究協

議会の中で，会のあり方を問うような発言が出され， r皆さんの支持が得られてから始めて歩き
出すことになるのではないかjと考えているという。

1979年l月四日付け書簡では，道教育庁の福田高校教育謀総務係長と面談し 3月中に理事会

を関鑑して，開年の総会・研究協議会の持ち方について自分の方から提案すると述べている。

なお第一，第二の書簡について指摘しておくべきは，研究協議会の研究主題の例示は道教育庁

内の事務局(赤部仁科指導主事)から出されたと警かれていることである。研究協議会の研究テー

マが会員教育長からではなく，道教育長の事務局，ぞれも農業高校長経験者(37)から出されてい

たということは， r基本方策』作成のところでも触れたことだが，この時点でも「農振協Jの研
究活動は農業高校長あるいは農業部会に相当絃拠していたということがいえよう。市町村教育長

だけでは，施設設婿・教職員人事に関する圧力団体的活動はできても，大きな変動期を迎えての

教育政策開発はやはり難しい。しかし，規約改正を行って会員に高校長を含めたことと，また吉

田校長のような高校長たちの努力によって， r農振協jは研究協議の場としての機能を強め，こ
れ以後は存廃問題を取り沙汰することなく歩んでいくのである。
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5 r農援協jの政策揮発・庄カ盟体活動
「農振協jは，市町村立定時制農業高校振興のための調査研究活動・政策開発と各高校の教育

実践についての情報交換，および道教委等への施設設備および教毅員人事の陳情という圧力団体

的活動を主な活動内容ロ機能としている。政策開発と陳情活動は不可分な側面もあり，完全に分

離して叙述することは難しいが，本節ではこれらの活動について一応個別的に考察を加える。

1) r島振協Jの政策開発と'情報交換
i )存廃問題以前

「農振協Jの研究協議会の主題は，先に少し触れたように，設立当初は市町村立定時制農業高
校の振興方策の作成とその具体化策であり，その後第6回 (1974年)からは f生援教育の視点に

立った(定時制)農業教育のあり方J，第9回 (1977年)は「教育課程の弾力化jが取り上げら

れるが，第10留 (1978年)以降は「特色ある学校経営jや「地域に根ざした農業教育J，地域と

連携した教育実践などが現われる(資料8)。つまり1977年までの研究主題は，市町村立定時制

農業高校全体の振興方策の検討や，儒別学校の報告という形をとっていてもたとえば施設設備整

備・教職員配置の状況といった『基本方策jに取り上げられたテーマ，あるいは生涯教育時代の

定時制農業高校の役割といった各高校が全体として共通に課題とすべきテーマであったのに対し

て， 1978年以降は文字どおり個別学校の「特色ある学校経営・学校づくりjや各市町村・高校の

独自の多様な地域連携の実践報告といったものに研究協議会の「提言発表jのあり方が変化して

いる O また同年で加盟市町村数が15という少数になったこともあろうが，前年以降(特に1984年

に加盟市町村数が10になってから)，総会・冊究協議会開催地の)11貢番が持ち回りで決まり，同時

に発表校の)11fi:番もほぼ屈定するようになっている。したがって，1978年の存療問題の前後で区切っ

て研究協議会の研究主題，すなわち「農振協Jの政策開発と情報交換の検討を行うこととする。

1978年以前の「農振協Jの政策開発活動としてはまず f基本方策jの策定があげられるが，こ
れについては先述した。この時期のその他の論議の主なものは，①定時制課程(農業科)の修業

年限問題，②継続教育・専攻科設置，③生涯教育の視点に立った定時制農業高校のあり方，であ

る。

ア) 3・1方式

1973年の第5図研究協議会の全体協議の報告の lつは，桑島正敏溝栖高校長「修業年限につい

てjであった。当時定時制課程の修業年限は学校教育法によって4年齢とされていたが 3年間

で履修要件85単位を習得することが可能な生徒もいることや，産業界の若年労働力拡大の要求，

全日制との就職差別などの理由から，定時制修業年限の見なおしが議論され始めていた。 1971年

中教審答申では定時制修業年賦の弾力的な見直しが言われている。都道府黒教育長協議会も修業

年根3年の方向で研究を進めていた。北海道の農業高校に関わっては，時年7月の校長会農業部

会総会で定時制修業年限の検討の必要が言われ，ヨ翌年7月の北海道高等学校農業教育研究集会で

は定時制農業高校の修業年援に関するアンケート謂査が実施されるなどしていた。また北海道校

長協会定通部会単置校会でもこのテーマの研究を進めていた。こうした中， 1972年8月の f農振

協J研究協議会で教育長側より修業年限3年化についての諮問が農業部会になされ，その報告が
上の桑島報告であった。報告の骨子は，市町村立定時制農業高校25校にアンケートを行い，その

回答中，学校教育法46条を改正し修業年眼を 3年以上とすることを望むもの 8，望まないもの 6，

研究中11で，市町村立定時制農業高校の見解を統一することはできない，今後は校長会定通部会
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全体の開題に議論を広げていきたい，というものであった。

より詳細にアンケートを見ると，改正希望8校中 7校が水揺地帯の高校であり，また水揺地帯

の高校は全日制にしたいとの希望ももっていたは校中 7校)。水稲地帯は機械化が進み，また

都市部に近く高校の選択肢も多く 4年制である必要が低下してきていた。しかし 3年制で定

時制の「魅力と特色Jを発揮できるかという間いに対して15校が難しいとし，施設整備について

「特色ある整備充実jが必要であるとする学校が22校，しかもそれが国難であるとする学校が11

校，現行4年制で3年制に近い履修を行うことは難しい15校，意味がない4校，など3年制に苔

定的な意見が全体として多い。

水積地帯の高校の大半はその後定時制農業科から転換していくことになるが(表3)，問題は，

水稲地帯であろうとなかろうと，定時制農業高校が4年制を維持しながら，なおかつ「魅力と特

色jをいかに出すかということにあった。

そこで生み出された方策が 3・1方式で、あった。これは上の桑島報告の前年， 1972年に真狩

村で爵催された第4回「農振協j研究協議会で綾野正美真狩高校長が真狩高校の3・l方式の取

り組みを発表したことを契機に広く普及するようになったもので，真狩方式ともいわれる。これ

までも教育内容を精選して3年間でできるだけ学校での履修を進めておき，最後の 1年はホーム

プロジェクト中心の自由な学警形態をとるということは以前から行われていた。しかしこの3・

1方式はさらに登校日数を柔軟に設置したもので，たとえば札幌に仮就職して，それを研修の単

位に認定する。登校日は卒業式などわずかの日数でよい。担任は時々就職の様子を見に行くとい

う形で指導し，親も 4年を待たずに子どもの就職を決め，収入を得られ，雇粛者鰭も賃金が安く

て済むというメリットがあって歓迎された (38)。

この 3・1方式はまず1972年に真狩高校で実施され(39) 間もなく 1974年に壮瞥高校・音更高

校， 1975年には当別高校(道立)で実施される (40)など， r農振協jでの発表や情報交換を通じて
定時制農業高校に普及していった。農業高校関係者によると 3・1方式は「農振協Jによって
普及したと言われる。この方式は，自営を巨指す農家子弟にとっては4年呂を農業研修を集中的

に受ける年にすることができ (41) 生徒が多様化する中，就職を目指す生徒にも自営を自指す生

徒にも対応することが可能で、，入学志願者の培加をもたらした。

イ)専攻科の設霊

北海道において農業後継者の継続教育について組織的に実施が取り組まれたのは上士韓町の

「農業自営者協会J設立 (1954年)であったとされる。また女満別町でも1960年より高校・教委・
普及所・農協・役場が連携して継続教育を実施していった。町村が農林省などの援助を受け，高

校と協力して農民大学(南腕・鷹栖・芽室など)や農村青少年建設班(音吏など)を実施したと

ころもある。その後農業近代化と農業人口の減少という事態の中，農業後継者の確保という課題

が切実になるにつれて継続教育の必要性が主張されるようになった。文部省は1969年に「農業後

継者の継続教育に関する町さ研究協力者会議Jを設置した。その報告書「農業高等学校における

農業後継者養成のための継続教育に関する調査研究の実施についてjでは，農業高校と農業改良

普及所との連携強化と定時制専攻科の設置が強調された。文部省は1970年， r農業特別専攻科設
費要項Jを定め，各都道府県にその設置を要望した。北海道産業教育審議会の答申「高等学校に
おける農業後継者養成のための継続教育についてJ(1970年9月)でも専攻科の設震が提案され
た(42)。

「農振協Jにおいては，すでに f昭和42年度活動方針J(1967年)で「学校毎に当該学校を農業
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教育センターとする地域農業教育振興(後教育を含む)のための組織を結成するJと，高校が継

続教育に乗り出すことを提案していた。「農振協Jの道教委に対する1969年， 1970年の要望書で
も継続教育充実のため専攻科の設量促進が取り上げられていた (43)。また f基本方策jにおいて

も既に触れたように，自営者養成という観点から継続教育の拡充がうたわれていた。

継続教育機関としては農業大学校があるが，これは全選から生徒が入学してくるものであり，

それぞれ特色をもっている地域農業に替着し，各地域の普及所等の諸機関と連携するというもの

ではない。しかし専攻科は小さな地域で農業後継者を養成することを目的としたものであり，地

域の諸機関と連携しながらホームプロジ‘ェクトなどで地域の農業課題を学習することができ，ま

た同時に地域の農業後継者の仲間づくりの場にもなるという点に大きな特長がある。

道内でまず専攻科が設置されたのは1971年の富良野農業高校であり，次いで1972年に別海高校，

1974年に士幌高校に設寵された。いずれも市町村立である。離農者が急増する当時において，確

実に後継者を確保し，地域農業の確立・発展を巨指そうとした市町村にとっては専攻科はたいへ

ん有効な継続教育機関になりえたのである。「農振協jは自営者養成・確保の観点から継続教育

機関・専攻科の設置を政策提起し，また陳情活動によってこうした各市荷村の後継者養成の要求

を代弁する役割を来たしたのである。

ウ)生漉教育の視点

農業近代化の進行は農業技術・経営の高度化を要求し，専攻科など継続教育の重要性が指摘さ

れるにいたった。こうした農業教育のめぐる情勢の進展と世界的に注呂を浴び始めた生謹教育概

念の流行が結びついて， r農振協jの第5函研究協議会 (1973年)の講識で生護教育がテーマに
あがり，次いで第6回(1974年)から第8呂(1976年)まで、研究主題に生涯教育の視点に立った

定時制農業高校のあり方が取り上げられている。

もっとも詳継でよく整理された猪俣新平東藻琴高校長の報告「生涯教育の観点に立った本校教

育経営の修正についてJ(1975年)にその内容を見てみる。そこでは東藻琴高校振興方策の紹介

という形で，高校の「使命jを①生漉学習のための基礎的学習の習得，②地域社会の期待に応え

る教育の実施，③実践的な後継者の育成，におき，基礎的知識・学習方法の獲得と学習意欲の伸

長という高校教育の展開とそのための施設設備・教職員の充実，地域住民への学校開放，学校教

育と社会教育の統合，といったことが構想されている。

なぜ東藻琴高校で、生涯教育の視点に立った高校教育の構想、が出てきたのか。この猪俣報告に添

付された詳細な年表f北海道東藻琴高等学校振興方策経過概要J(1972年4月-1975年3月)によっ

てその経過を見てみる。これより前，同校では1972年の入学者が9名のみとなり，道教委より募

集停止の勧告を受けていた。東藻琴村では村長を姑め，村議・教育委員・校長・教員.PTAな

ど村ぐるみで討議し，存続の方針を立てて教育局長に陳情，同年11月に道教委より募停しないと

の部答を得たが，高校の振興方策を立てる必要に迫られた。翌翌年6月に道教委指導主事(赤部仁

利)の学校訪問を受け，地域に横着したユニークな運営による高校振興という方向性を示唆され

た。需年9月校長と教育長は道教委学校教育課参事矢口強(44) 指導主事赤部を訪問して，さら

に開校振興方策の助言を受けている。またこの年表によると，務俣校長は「農振協jの第5問研

究協議会(1973年)での矢口の講演「地域住民の生漉教育の成立と地域学校としての定時艇農業

高校のあり方jの中から「深く思考するjとある。こうして猪俣校長は，道教委の参事・指導主

(農業高校長経験者)に示唆あるいは指導を受けながら，生涯教育の視点に立った高校振興と

いう「ユニークjな構想を打ち立てたのである。
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年表によれl;f'，校長はその後も振興プランの調整・実施方法と施設設備補助について道教委・

教育局との交渉をもち続けている。それと同時に，職員会議で教員に図り構想実現に必要な手立

てを検討し， 1974年3月校務分掌中に「生涯教育推進委員会Jをおいた。また構想実現のための
施設設嬬の整備と実習劫手の配鷺について村・村教委に要請を行っている。 1974年12月視聴覚教

・格技場が落成，視聴覚室は住民のための視聴覚センター (r1)サーチルームJ) として使用さ

れることになる。図書室はまだないが，既に建設されている家寵科教室は生活改善センター，農

業実験実習室は農業総合研修センターとしてそれぞ、れ住民に科用され，こうして高校が村の生涯

教育のセンターとなる施設整備が一先ず完了した。なお年表は1975年3丹生涯教育の視点に立っ

た学校の新しい教育呂標を定めたところで終わっている。

教育課程・学習方法改善については成案ができていないが，卒業後もいつでも学べる生涯教育

時代という考え方を念頭において，農業専門科目の思いきった精選，作目を 1つに集中した統合

的農業教育の実施(地域の産業開発と福祉の向上に寄与する花木生産)，普通科自の選択制の導入，

学び方の学留，などが構想、されている。これらはその後すべて実現された。

その後猪俣は真狩高校長に異動し，ここでも佐渡教育の視点に立った定時制農業高校教育を誰

進していく。「農振協jの第8呂研究協議会 (1976年)では「生涯教育の考え方を生かした教育

方法についてJという提言発表を行っている。先述したように真狩高校ではすでに綾野校長時代

に3・1方式を爵発・実施していた。綾野は猪俣より早く第6聞の研究協議会(1974年)で「生

涯教育の規点に立った農業教育の在り方の研究jを報告しており，それによれば，真狩高校は真

狩村生涯教育推進委員会(村・小中高・普及所・農協・社会教育委員会)と連携しながらすでに

生涯教育の視点に立った農業高校という方向性を打ち出しており，そのために1974年より 3ヵ年

の研究計画を立てている。 3・1方式も卒業後を見とおした教育内容の精選という面で「生涯教

育の視点jと不可分なものであろう。猪俣が赴任してから，真狩高校は文部省から1975・76年「生

涯教育的観点からみた，定時制農業高校のあり方Jの研究指定校となり，生漉教育と結んだ高校

教育の実践校として著名な存をになっていく。

f農援協J研究協議会で「生様教育jが最初に現われたのが1973年の矢口参事の講演であった

ことや，東藻琴高校の改革経緯でも道教委からの示唆があったことから， r生漉教育の視点Jと
いうものは「農振協jが全く自主的に設定したものとは言いがたいが， r農振協jはこうした「地
域の人々になくてはならぬ学校J(猪俣報告1975年)を作ろうとする取り組みを検討・協議し，

またその意義を共通理解にしていく場になったことと思われるのである。

ii)存廃問題以後

1978年の存廃問題を乗り切って以降， r農振協jの研究協議の主題は，特色ある学校づくりや
地域に根ざした農業高校教育といったものになり，各高校の独自の実践報告が行われていくよう

になる。

1つには学習指導要領の改訂等の影響があろう。 1970年の学習指導要領では，教育課程の弾力

化・多様化がいわれ，特色ある教育課程を生み出すことが求められていた。 1976年の理産審答申

f高等学校における職業教育の改善についてJでは，入学志願者の減少，大学進学希望者の増加，
生徒の不適応、現象などの事態の展開に対して，基礎教育重視，実験実習重視，教育課程や学科運

用の弾力化の他，勤労体験学習，入学選抜改養，資格取得・検定，継続教育，大学進学，教員研

修，施設整備などの強化，といった多数の職業高校教育改善点が示された。 1977年には都道府県
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教育長協議会高校問題プロジェクトチームが職業高校の多様化を求める報告を提出している 0

1978年の学習指導要鎮では，個性・ゆとり・勤労体験や基礎基本・実験実習の重視や教育課程の

弾力化とともに「特色ある学校づくりjが打ち出された。北海道高校長協会農業部会でも，こう

した学習指導要領の方向性や職業教育の改善点の指捕を踏まえつつ， 1978年1丹の総会で f特色

をもった学校だけが地域の倍頼を得るとの立場jから各校の特色づくりを発表し，翌年7月にも

発表を行って，①自営者養成教育の徹底をはかる形，②生法教育の立場から学校の役割を打ち出

す形，③地域社会学校の性格を鮮明にする形，④在学中の学習に変化を与える形(ライセンス，

類型，定時3・1方式)，⑤学校農業クラブを軸に麗関する形，⑥農業特別専攻科の見なおしを

する形，の 6つの形を参考に各校で特色の出し方を検討することとなった(45)0 r農握協jの研究
協議会でも，各高校がそれぞれの地域および生徒の実態に合わせながらいかに「特色ある学校づ

くりjを進めるかというテーマが取り上げられるようになった。

もっとも学習指導要領改訂等，中央の政策動向の影響はあったであろうが，しかし「農振協J

においては，当時の定時制農業高校志願者の減少と質的変化という事態に対していかに対正、して

いくか，その方策を各校が独自に開発・実践していかなければならないという切迫した課題がま

さに上のようなテーマを生んだと考えるべきであろう。市町村立農業高校は地域に根ざし，地域

と連携することによってしか存続することはできないのであり，それぞれの地域と結びついた独

自の教育実践を展開することがその学校の f特色jを生む。問題はそれぞれの高校の f独自の教

育実践jのあり方であり，その開発と実践の情報を持ちより，検討する場に「農振協jはなって

いった。

以下，研究協議会での発表からその後の市町村立農業高校(46)の教育政策・実践の展開を見て

みよう。

ア)全日制転換

f農振鵠J加盟校に1980年ごろより見られた動きの 1つは，全日制農業科への転換である。

1979年にまず中標津農業高校が全日制に転換した。次いで1980年に壮瞥高校が転換し， 1982年に

士幌高校， 1983年に富良野農業高校・剣淵高校が転換した。 1984年に f農振協j加盟校は10校と

なるが，その半分が全日制に転換したことになる。 1980年代前半の「農振協jの論議の中心の l

つは，全自制転換にあった。

1980年10月に「現地協議会jというものが士韓町で掲かれている O 恒例の研究協議会と別にこ

の「現地協議会jが額催された経緯は不明であるが，そこでの士院高校(安田勲校長)の発表は

同校の全日制転換を告げるものであった。同校の入学者数は1960年代から1976年までほぼ30名台

後半から40名台前半を確保してきたが， 1977年からは27-31名にダウンしていた。士幌高校が基

盤とする士幌町と隣町の上士幌町の中卒者数も今後漸減する見通しであり，ここ10年間の同校卒

業生の就農率も73%から40-50%に低下していたため，入学者数の減少に機敏に反応、した土i幌町

は農協始め地域の主要な農業・教育関係組織で構成する「士輯高等学校振興会J(1966年発足)

に諮問し，その答申が1980年9月に出されたのであった。それは，土幌町の高校進学率が98%と

なり勤労青少年のための高校教育の場としての定時制農業教育の役割は終わったと判断するもの

であった。士鞍高校は農業特別専攻科を設量して 7年となり，これまで年平均27名の入学者を迎

えて農業後継者養成機関として十分の実績を示していた。このことを諮まえ，全日制に転換して，

全日制農業科3年，定時制専攻科2年の教育体制とするべきである。北十勝4町を同校の教育盟

とし，将来の発展方向として生活科の設置を検討するといった構想を述べている。



高校教育における市町村連合の意義 23 

1970年代より定時制農業高校では4年次の履修単位を大輔に減少させる試みをしてきたが，も

はや高校教育を 4年間とするのは「時代にそぐわぬ制度Jであり，専攻科教育との関連で農業地
域社会の担い手育成を考える新しい農業科のあり方(47)を見出すべきだと安田校長は述べる。中

標津農業高校など先行した全日制転換校の視察・研究を過して懸念されたことは，全日制になる

と非農家子弟の入学が増加し，生徒の多捧化が一層進行すると予想されることであった。

第14回研究協議会 (1982年)で安田校長は再度士幌高校の全日常IJ転換過桂について報告してい

る(48)0 1981年の第13阻研究協議会では，開催地壮瞥町の早坂義昭教育長が「壮瞥高校全日制課

程転換についてjという報告を行い，笹島正富良野農業高校長の提言発表は「地域に根ぎした農

業教育の方向Jで全呂制転換を扱うものではなかったが， r全日制課程変更のための実習指導計
画と学校農場整備計額J(1981年5月付け)を提出していた。壮瞥町教育長の報告は，農業機械

化により季欝定時制のメリットが感じられなくなった，修業年践が1年長い定時寄せに通学させる

よりは農業学匿・農業系大学で農業教育を受けさせようとする傾向が生じてきた，高校は国民教

育機関化しており多様な生徒に対する人間教育の場として農業高校はその役割を果たすことが求

められている，などと全日制転換の理由を述べている。転換により志頼者倍率は1980年度2.0倍，

1981年度1.4倍となった。

1979年に全日制転換を図った中標津農業高校でも，転換後定員充足率が上昇し， 1980年の70%

から1980年代後半には90%以上となる。ただし，農家出身の生徒比率は1981年に70%あったもの

が1989年には40%に低下し，進路も就農率が40%から 6%に低下，進学が13%から26%に上昇し

ている(1989年第21囲研究協議会提言・岩崎孝一中標津農業高校長「本校の教育の現状と発展方

向jより)。

イ)農業教育の変化

1980年代後半になると，農業教育の内容に変化が見られるようになってきた。これには農業高

校を取り巻く情勢の変化が大きく関わっている。それは，情報化，生産技術の高度化，企業的経

営能力の要請，摺際化，生徒の多様化・質的変化のさらなる進行，少子化，高齢化，生器学習の

要請，といったものである。こうした情勢変化によって，この時期には，農業高校教育に新たな

ものが導入され，あるいは従来からのものが再構成された。端的なものは，パソコンの導入によ

る情報教育，バイオテクノロジーなど新技術の導入であり，その他，実験教育の重視，委託実習・

現場実習・研修(海外・圏内)，体験学習やボランテイアの重親，プロジ、エクト学習，農業クラブ，

就職を見とおした資格取得学習，地域諸機関との連携，地域の教育資源の活用，社会人講師の活

用，地域産業・福祉への貢献，小中学校との連携，公開講座や学校開放，といったものが学校教

育に持ちこまれ，あるいは活性化され，また学校に期待された。これらは，農業自体の変化に対

応しているものと，情報化・生涯学習化・高齢化といった社会の変化，さらに農家子弟の減少 e

進路の多様化や学習意欲の低下といった生徒の変化に対応しているものに分けられようが，これ

らが絡み合いながら農業教育の変化をもたらした。農業自営者養成型教育からの脱皮ともいえるO

後継者養成が各校の課題からまったく消えたわけで、なく，学校にもよるが，依然として後継者養

成は各校の重要な教育目的なのである O しかし1980年代後半以蜂，研究協議会の報告には，必ず

これらの「特色jある教育実践が取り入れられるようになり，これが報告の主要な内容となるの

である。筆者の見開では道立高校に比べて市町村立農業高校はこうした「特色jある教育実践へ

の取り組みにきわめて熱心であり， r農振協Jは各校の取り組みの披露の場とでもいうものになっ
ている。 1980年代中頃までの研究協議会が，いってみれば教育計画を論じてきたとすれば，それ
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以後は在校の個々の具体的な教育実践が語られるようになってきたといえる。

ウ)コース制・学科転換

1980年代は一部の高校の全日制転換と新しい農業教育の展開が見られ，各校の努力が行われた

のであるが，必ずしも志願者の十分な充足が実現されたわけではなかった。 1990年代は急速な少

子化，中卒者数の減少が見込まれ，各校の対応、が問われることになる。各校は，上のような f特

急jある新しい農業教育の実践を基礎にさらにそれぞれの「値性J，r特色jを打ち出すことを求
められるようになる。こうして1990年代，各校はコース制の導入や学科転換に踏み切る。

まず1989年，ニ--eコ高校が定時制農業科から定時制緑地観光科に転換した。再時に農業科学コー

スと観光リゾートコースのコース制が導入された (2・3年次)。前者は栽培(園芸・緑地)と

バイオ技術を中心に学習し，後者は緑地と観光業務・英会話を中心に学習する。 f農振協jの第

20図研究協議会 (1988年)で邸中清一ニセコ高校長が「ニセコ高等学校の現状と将来構想Jを報

告し，農家子弟生徒の減少，少子化，地域産業の観光へのシフトなどを背景に1986年から検討を

始め，緑地観光科転換の構想、に至ったことを発表した。

次いで1990年に東藻琴高校が生産科学科に転換し，農業科学・食品科学・生活科学の3コース

を導入した。同校は入学者が1953年より 1971年までは年平均32名であったが， 1972年に9名とな

り，それ以降1984年までの入学者は年平均16名と減少した。 1972年の落ち込みに対して生涯教育

と結んだコミュニティスクール構想を立て，地域に根づいてきた同校であったが， 1981年の入学

者は4名となり存続の危機を迎えたのである (1984年第羽田研究協議会・商堀国康校長「本校の

活動経過概要と今後の課題J)。同校は1987年より村と学科較換の検討を始め，翌年新校舎を建設

し，さらに学科改編にこぎ着けた(1993年第25閤研究協議会・木村光男校長「本校の教育推進状

況と課題J)。

真狩高校はやはり生雄教育と結合した学校づくりで知られていたが， 1980年代に入ると入学者

数が低迷し， 1983・85年には入学者が20名を切った。 1984年にパソコン， 1986年にパイテク教育

を導入し，それらを基礎に農芸科学科への学科転換を講想した(1990年第22臨研究協議会・高橋

一夫校長「本校教育の現状と発展方向J) 。これが1992年実現し，バイオ圏芸コース・ ~1活情報コー

スが導入された。

留寿都高校では1981年に 3・l方式を修正して 1・2年生の基礎教育と 3年生の専攻学習と

いう学年課題の明確化を囲った 2・1・1方式が導入され，同時に農場整錆・実験実習・体験学

習なども取り入れられたが，入学者数は低迷し， 1984-88年の入学者は10名台が続いた。そこで

開校は1989年，情報化・国際化・パイテク・高齢化・生漉学習などの情勢変化に対応して，コー

ス制を導入し，国襟農業コースと農業福祉コースを震いた。詞年からは入学志願者は40名を上回

るようになり，特に1991年には75名の志願者(倍率1.9倍)となった(1992年第24題研究協議会

開催校資料・松永靖校長「平成4年度学校概要J)。その後，同校は1994年に上のコース制を保持

して農業補祉科に学科転換している(第26限研究協議会・域鹿勲校長「地域に学び，地域と共に

歩む，地域に信頼される学校の創造J)。

このように親加内高校を除いた定時制4校は学科転換を行っている。他はコース制を導入して

いるところが多い。壮瞥高校は造雷コース・陸芸装飾コース(1996年)，鰐淵高校は農業・間際コー

ス・生活福祉コース (1995年)，士幌高校は農業科が作物科学コース・畜産科学コース・農業教

養コース，生活科学科が生活科学コース・生活福祉コース・生活教養コース(1994年)，楳加内

高校は生産システムコース・生活科学コース (1992年)，という状況である。また，中標津農業
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高校は1999年度より学科転換・コース制導入を持っている。農業科・生活科学科から生産技術科

(デイリーコース・パイテクコース)・食品ビジネス科(プロセスコ~ス・マネジメントコース)

に転換している。なお，士幌高校は2000年度よりコ}ス制を麗止し，選択科目を導入している。

こうして1990年代は学科転換とコース剰による「特色jの打ち出しに各校が取り組み，入学者

減少と非農家生徒増加・進路多様化に対応、し，地域や父母・生徒に評値される教育を生み出す努

力を行ってきた。学科転換・コース制導入後はどこも相応の生徒を集め，中にはかなり高い入試

倍率となったところもあり，数字の上ではこれは成功をおさめたといえよう。しかしその後のさ

らなる少子化は各校の安定的な生徒確保を難しくさせるほどのものであり，決して楽観できるよ

うな状況になっているわけではない。それはともかく.r農援協jではこうした学科転換・コ}
ス制導入が発表され，各校の取り組み状況が潤知され，あるいは議論された。士幌高校長として

第23関親究協議会 (1991年)で報告したこともある三沢治氏は，こう言っている。 f1990年代の

学科転換のとき農振協は活用されました。緑地観光科の開設の時には，農業科の高校から大丈夫

かなんて言われてましたけれども，情報交換の場としてよく使われたj。

エ)施設設構の整備

研究協議会の報告を追っていくと.1980年代の全日制転換・新しい農業教育の展開の過程で，

各校に新たな撞設設備の整備が行われていったことがわかる。ホームプロジ、エクト中心の教育か

ら農業近代化・機械化や生産技術の高度化，学校内での農場実習や実験，スク}ルプロジ、エクト

活動に対応した実験実習施設設備や農場の整犠，地域の生涯教育機関のための施設充実，生徒確

保のための寮の設置や校舎新改築など，がこの時期進んだ。選立にない機械や装置・施設も1980

年代以蜂市町村立農業高校に整備されるようになり，選立よりも市町村立の方が設備はよいと言

われるようなこともままある。また寮費・通学費補助，スクールパスの艶備などの経済的な便宜

も図られるようになった。学校存続をかけて各市町村は相当の支出をしたことと，道立の場合は

要求してもすぐには整備されず時聞がかかるが，甫町村立では役場等が機敏に対処できるという

点も市町村立の施設設備の充実に関わっている。こうした施設設嬬の充実は1990年代の学科転

換・コース制導入によってもさらに展開していくのであるが，本稿では以上にとどめる。

2)圧力罰体活動

「農振協Jは毎年道教委に要望書を提出している O 要望書についてはわずかしか入手できてい
ないが，その内容は以下のようなものである。 f基本方策Jの策定あるいは具体化策の検討をし

ていた時期は. w基本方策jそのものが要望書でもあったといえるが，それを前提にしつつ，全

道的な計画や基準についての要望が出されている。たとえば. 1970年度予算への要望書では，市

町村立定時制農業高校の教育計覇の指導徹底，農業近代化に即応する実習施設設備の基準作成，

定振・産提の補助対象・補助率の拡大，教員配置定数の改善と実習助手・養護教諭・事務職員等

の道費支弁化の法捧改正の働きかけ，専攻科設建促進，があげられており，翌年度の要望書では，

農業自営者養成計画の樹立，教育園設定，施設設備の充実促進，学校農場についての指導(職員

配置など).教職員定数の改善，農業担当指導主事の増員，専攻科設置促進，となっている(制。

その後の毎年の要望内容は正確には分からないが，存廃問題の後になると，現在確認できてい

るところでは少なくとも1982年以降は教育予算への要望書ではなく.r教員人事に関する要請j
が役員会開犠時に道教育庁の関係課に対して行われる。特に重要なのは教職員課への要請であっ

たと思われる。 1983年11月付けの「要望書jでは教職員部と学校教育部に宛てて，各学校の「今
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最も充足したい分野へ学校規模に応じ，道費負担教職員の配置J，これができないときの講締枠

の増加，養護教諭の小中学校基準に贈らした配置，が要望され，具体的には東藻琴高校に教員・

養護教諭各 l名が要望されている。「昭和62年度北海道市町村立農業高校の教員人事に関する要

望jでは，全日制教員との交流，中堅教員の配置，担当科話(得意分野)についての配慮，高齢

の管理織配置を避けること，があがっている。 64年度人事への要望はまったく62年度の場合と同

じであるor平成2年度北海道市町村立農業高校教職員人事に関する要望jでは，全日制教員と
の交流，中堅教員の配置，担当科目(得意分野)についての配慮に加えて，市町村立農業高校か

ら教頭・校長の昇桂に配麗すること，技芸・時間講舗の時数増加，が要望されている O これ以後

1993年まではこうした人事要望がなされている。

f農振協j初期には『基本方策jそのものが要望内替であったが，その後はもっぱら教職員人

事が要望事項となる。筆者の関係者への間取りでは，市町村立農業高校は比較的に僻地にあるた

め校長が必要と考える分野・専門を担当できる教員を必ず確保するということは難しいというこ

とである。またこれまで見たように市町村立農業高校の麗史はたえず変化・改革を求められるも

のであり，そのためには教職員，特に校長の構想、力が重要であったが，かつては有力校長をなか

なか艶霞してもらえなかったという不満を市町村の方から開いた。

水面下では個別の学校ごとに人事や施設設鏡面での要望を行い，あるいは学科転換などの際に

は道教委・教育局と何度もやり取りをしている状況が，研究協議会報告の中からうかがえるが，

「農振協jとしての公式の要望活動は以上のようなものであった。

3)近年の「農接協J
以上のように，市町村立農業高校はホームプロジ、エクトを中核にした農業自営者養成型の定時

制教育から，危機を迎えるたび、に地域との結び、つきを強化し，教育を改善し，施設設備を充実し，

f特色Jを打ち出して，大きな変転を遂げてきた。全体としてみれば，各校は地域の信頼を勝ち
取り，また「特色J化によって地域外の子どもたちからも評価される存在(50)にまでなってきた。

入試倍率も安定しているところが比較的多い。

しかし過疎の進行は学校経営の難しさを依然として残している。たとえば親加内町では1974年

に f幌加内町農業教育振興連絡協議会jを置き(役場・教委・農協・普及所・高校などで構成)， 

幌加内農業高校を生涯教育のセンターにして自営者の研修部会を設置するなど，学校教育・継続

教育の一貫した体系を作ることとなり，同校は生涯教育を軸にした学校経常に乗り出した。また

1978年には季節艇定時制から通年登校の 3・1方式を採用したが，1974-77年の入学者は10名台，

1978年は22名であったが， 1979年には8名となり，以降l年おきに10名を切るといった状況(1979

-83年の定員充足率は29%)で，入学者数の低下が続いた (1983年第15題研究協議会・角田頗三

「定時制農業高校転換期の諜題J)。学校の存続を問うて1985年f幌加内農業高校振興対策協議会j

が設置され，翠年の答申では校舎・寮の建設，教育も大幅に改編していくことが決定された。

1990年校舎・繋が落成し，生物工学・情報処理・簿記会計と食品製造を取り入れた教育課程を実

施，翌年には4年生の海外研修も導入した。これによって同校の志願倍率は1991年に1.0倍，翌

年には1.6倍と上昇した。しかし町外出身者が70%にも上り，寮運営の課題も生まれている(1992

年第24間研究協議会・島捨夫「地域の要請に応える本校の現状と諜題J)。

また近年の少子化とそれに対応した高校適正記置問題は市町村立農業高校といえども免れるこ

とのできない問題である o 1999年，富良野農業高校は選立富長野高校・富良野工業高校と統合さ
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れ，消えることとなった(農業科は道立新統合校で存続)。近隣に複数の高校が存在しその地域

での関口減が求められる背景のもとで，市町村がその高校の維持の意志を失った事例である。

現在の「農振協Jの活動性はやや低下し，活動が形式化してきているように感じられる。たと
えばこれまで総会時以外にも開催されてきた役員会が1995年度以降開催されなくなり，役員会と

開時に行われていた道教委への教職員人事への要望活動についても1994年度以降おこなわれなく

なる。また研究協議会の次第もかつては講潰・講話・開犠地校教育紹介・提言発表(時には 2

本)・研修視察ともりだくさんであったのが， 1990年代に入って講演・提言発表・研修視察とい

う形に簡略化される (51)。これは，これまでの各校の情報交換がよく進んで f農振協jの論議の

希少性が低下したことや，施設整備が相当進み，また学校の「特色j化が進んで，かつてのよう

な定時制農業科としての課題の共通性が薄まり，共通の論議が難しくなった結果ではないかと推

測される。

第3章 北海道の高校教育行政・政策システムにおける「農援協Jの位置

さて以上， r農振協Jの組織・活動とその軌跡を検討してきた。ここで本稿の諜題に立ちかえっ
て，これまでの北海道の市町村立農業高校をめぐる政策過程における「農援協Jの分析をもとに，
高校教育行政という限定された領域での地方政府レベルにおける行政・政策システムの特質を明

らかにしたい。ただし，本稿で扱った範屈は非常に狭いため，ごく簡単な指摘をするにとどめざ

るをえない。

まず北海道の高校教育行政システムにおける市町村立農業高校の位置を見ておく。

最初に高校の配量・存廃に関わる意思決定の問題に関わってである。市町村立高校は法制度上

その存廃の権額が市町村にあるが，その存廃の意思決定はいかになされたか。ふつう高校は都道

府県立であるが，北海道では CIEを背景にした道教委の「一町村一高校J政策によって市町村
立高校が多数設立され，道立高校を凌駕する勢いであった。これらの高校は大多数がその後道立

に移管されあるいは閉校となる。道立移管や開校は道教委の一方的な指導によるものであったの

か。その実態は道立移管は市町村とその住民・父母の強い要望を背景にしており，多くの市町村

は財政軽減を図るために積極的に道立移管を働きかけたとされる (52)。開校も道の指導の絶対性

を示すものではない。本稿で扱った市町村立農業高校が募集停止(口麗校)勧告を受けながら，

地域の意思でもって存続を決め，地域が多大な努力を払って高校を存続させてきたことを見るな

らば，開校という事態、も道の統制の結巣だということはできない。むしろそれは生徒減少と市町

村の側の意思の開題と見るべきである O 市町村立高校の存廃の権限は市町村にあるというのは法

艇度上当然ではあるが，実際の意思決定も市町村によって行われていた。

次に学科転換等の教育課程の編成替えに関わる面での意思決定の問題である。学科転換につい

ては道教委に認可の権限があるが，市町村立農業業高校の学科転換は，校長を中心とする高校教

員と市町村(教委)・住民が合意し，転換を決定すれば，あとは道教委に報告をすればよいとい

う手順になっており，道教委は認可をするだけである。転換の内容について道教委が一定のサジ、エ

スチョンを与えることはあるが，学科転換を妨害したり，特定の方向への学科転換を強要したり

することはない。学科転換やコースの設定で重要になるのは校長の 1)ーダーシップである。そこ

で、は校長会農業部会の政策動向が関わってこようが，市町村立農業高校の学科転換を校長会で取

りたてて検討するわけではない。学科転換は道に認可の権視があるが，その意思決定は校長の政

策開発の力量と地域の意向によって行われている。全日制転換についても向様である。
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第3に財政である。戦後北海道の農業高校の施設設備は当初は道立の方が充実していた。特に

市町村立定時制の場合は独立校舎をもたないものもあって全体として施設設備は簡易であった。

しかし市町村立農業高校が次第に淘汰されて少数となり，同時に存続をかけて学校改善， r特色J
化を圏っていく過程で施設設備が充実されていった。相当の財政支出が行われたわけだが，それ

によって道立と遜色ない，あるいはそれを上匝るような施設設備が整備された。いうまでもなく

市町村には地方交付税措置や檎助金がある。それが市町村の高校教育費の補填を行っているが，

それを上回る財政支出がなされていることが市町村財政の負担になっていることは間違いない

(53)。市町村立高校を選立移管したり，期校したりした理由として，市町村の財政問題をその l

つに数えられるところもあったであろう。しかし，ここではそうした財政的制約だけでなく，学

校の必要に応じて財政支出が行い得る裁量性の存在に注目しておきたい。道立の場合には数百の

高校間の公平性を前提にせざるをえないため学校ごとの多様性や変化への対応に国難なところが

あるが，市町村立の場合には市町村は財政規模にゆとりがないとしても 1校だけに対応すればよ

く，財政的な裁最性が大きい。

第4に教育課程に関わる制度の運用という点である。定時制課程は勤労青年のために4年制課

程として繍成されていたが，北海道の市町村立定時制農業高校では1970年代前半に3・1方式が

採用された。これは定時制4年制の本来の趣旨からすれば問題とされようが，道教委のクレーム

はなく，道立にも波及して定時制農業科全体に普及した。学校現場で開発された独自の制度運用

が道レベルで容認された。これは市町村立だけに関わるものではないが，制度の運用に関わる現

場と道教委の裁量性の存在を示している。

最後に人事においては，市町村教委は基本的には道教委との「組織内関係Jにはないことも指

摘されるべきであろう。

市町村立農業高校は市町村教育委員会が法制度上の設置者としての権限をもっており，その存

廃についての意思は法制度通りに市町村教委によって行われていた。また学科転換等も校長の専

門性が大きく関わっていたが，市町村教委が意思決定していた。財政については市町村は相応の

制約を抱えていたが，設置者であるがゆえに財政支出の柔軟な裁量性をもちえた。教育課程の制

度運用についても裁量性をもちえた(これには道教委の姿勢も関わっているが)。このように北

海滋の高校教育行政・政策システムにおける市町村立農業高校あるいは市町村教委は相当の自

決定機を有する{立置にあったといえる。

市町村立農業高校の存続についてはそれを取り巻く環境についても触れておく必要がある。全

般的に見て，導円高校は偏装備主義・能力主義，普通科志向のもとでは様々な困難を抱えること

は免れない。それでもこれらの高校が存続してきたのは，比較的僻地の農村部にあり，コミュニ

テイが比較的しっかりとしている地域に存在していること，農業が土地に密着した産業であり地

域の発展に響接に関わるという農業の地域性，また最近は脱サラをして就農するような事例も増

加してきているが依然として農家子弟が農業後継者の本流であり，農業人材の確保にとって農村

部の農業高校は重要な存在であること，といった環境にあったからだという点をあげることがで

きる。

確かに市町村立農業高校の存続にはこうしたある特有の環境が関わっているといえよう。しか

し，本稿で‘注目したのは，市町村立農業高校がたとえ上のような自立性をもち，特有の環境に置

かれていたとしても，自立性や環境を生かすのは政策的活動であり，それを引き出す場としての

「農振協jという自治体連合総織であった。
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「農振協jはもともと道教委の呼びかけによって結成された組織であった。これは道教委の側

からすれば， r一町村一高校j政策のもとで譲住した市町村立定時制農業高校を，農業近代化に
対応させながら農業後継者を確保するという質的側面と，志頼者減少が予概される状況下で友の

ような質的水準に適合するものに市町村立定時制農業高校を精選していこうとする量的側面の2

つの側面から再繭成していこうとするものであったととらえられる。市町村立高校には少なくと

も制度的な自立性があり，道教委はそれらの存麗を決定する権践をもたなかったため，市町村立

定時制農業高校を組織化して自主的な再編成を引き出すことに「農振協J設立のねらいがあった
と考えられる。しかし，校長会農業部会の農業教育開設定という再繍成プランは結局実現されず，

事態の急速な展開に対して関もなぐ市町村立定時制農業高校自身がなし崩し的に転換を始めたた

め，道教委が期待したような秩序だ、った形で再編成を進めることにはならなかった。

f農振協jは形式上はあくまでも市町村教育長の自主的な連合組織であったため，こうした事

態の展開は当初全体的な再編成の謂整機関として期待された「農援協jを各市町村立定時制農業

高校の維持存続のための協力組織に変更させた。施設設備や教職員艶置・人事の充実という住力

団体活動は継続する。しかし当初の『基本方策i時代は政策関発が「農接協jの重要な機能であっ
たが， 1970年代中期の市町村立定時制農業高校急、減を経て1970年代末には髄別学校の f特色J1t 

の報告・情報交換が f農振協jの主要な活動口機能になっていく。当初の政業開発機能もほとん

ど校長会農業部会に依拠していたし，その後の個別学校の「特色J1とも各校の校長・教員の政策
的力量に相当依存しており，教育長組織としての「農振協J自体が政策開発の機能をもっていた

とは正確にはいえない。しかし校長(組織)に依拠しながらも「農振協Jにおいて情報交換と教

育条件に関する正力団体という機能が来たされてきたということは，換言すれば「農振協Jが市
町村荷の水平的コミュニケーションの場となり，かつ高校を設置する市町村の f代理人的役割j

(54)を来たしてきたといえる。戦後北海道の高校教育行政・政策システムは，少数ではあっても

小さな地域の教育の公共性を保障しようとする役割を来たしてきた市町村連合組織の存在を許容

するものであった。

しかし本稿がとらえた事象は，北海道の高校教育行政・政策システムのほんの小さな部分でし

かない。市町村立農業高校や「農振協Jの存在をもってわが国高校教育行政・政策システムが十
分に分権的であるとするつもりはない。

従前より高校の統廃合についてはしばしば都道府県教委の強引な手法が非難されている。都道

府県には高校配霊に関してそのレベルでの教育の公共性を担保する機能が期待されているが，都

道府県がいくつかの学区に分割され，あるいは学芭よりもさらに小さな範囲の地域を高校が存立

の基盤としているにもかかわらず，高校の設置者が都道府県であるために都道府県の高校配置計

蘭が学区やそれ以下の地域の公共性と容易に矛震することが起こり得る。しかし北海道の市町村

立農業高校の鹿史においては，市町村は高校の事麗の様限を形式的にではなく実質的に市町村に

存置することが可能であり，小さな市町村の公共性を保持しえた事例を晃出すことができた。や

や飛躍するが，戦後の都道府県の高校配鷺政策が強権的なものであったとするならば，それは大

部分の高校の設置者がその存立基盤と誰離した都道府県になったという歴史的事情が作用してい

る。だ、がそれでは戦後教育行政はその制度については十分に分権的であったかというと一定の留

保が必要である。戦後教育改革は教育委員会を都道府県と市町村という地方団体の2つの層に設

置し，地方における教育に関わる権限をこの2つの膚の教育委員会に配分するものであった。高

校配置の政策過程は，都道府県，倍々の布町村，両者の中間的なレベルの3つの重厚量的な公共性
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の対抗関係の中で展開するが，分権概念を「被完性J原理からとらえる持，教育権限の都道府県
と市町村の2つの属への配分が多くの高校の存立基盤であった中間レベルでの教育権限組織や水

平的な協議・協力システムを含みこんだものでなかった点，あるいはそれを十分許さなかった点

が見落とされるべきではない。本稿で見た「農援協Jは非常に小さな存在でしかなく，大勢を左
右するものでない。むしろその裏返しとしてわが国の戦後の高校教育行政・政策システムの大勢

を下位レベルの公共性を十分くみ上げきれていないものとしてとらえうるのである。

終章今後の研究に向けて

高校は都道府県が設置するのが普通である。しかし，それにもかかわらず，なぜこれらの市町

村立高校が存続してきたのか，しかもその教育を評価される形で。それには地域の支持・支援が

第一にあげられるが，また高校教員の努力とともに，本稿では f農振協Jという自治体連合組織

の存在を見た。

近年の少子化は大規摸な高校再編をもたらしつつある。都道府県によって高校再編の進め方は

様相を異にしているようである。高校の通学闘が相当に広い場合は存立している地域との連携は

難しい。たとえば東京都は都内10学院(島棋部4学区は考察の外に費く)の都立高校の大規模な

再編に乗り出しているが，摺々の高校の存立している市町村誌(住民)と都教委が意見を交換す

る場は見られない。今後の都立高校の再舗は， 1997年に出された都立高校長期計酪懇談会の答申

『これからの都立高校の在り方についてjに沿って，実施計額が決められ実行に移されつつある

(55)。つまり東京都の高校再編はトップダウンで遂行されつつある。

一方，北海道の場合は，過諜化の進行している地域が多いためもともと子どもの数が少なく，

大規模校は特定の都市を除いて少ない。そこに少子化が重なり，この少子化に対応した高校再編

は多数の小規模校の存廃問題に転化しやすい。また通学園も広く，交通手段も十分には整備され

ていないため，同じ学区内でも居住地によっては自宅から通学することが国難な高校もあったり，

自宅から通学することを前提にした場合事実上学校選択できない，すなわち自宅通学できる高校

がl校しかない場合もある。こうした理由によって，高校の再編は市町村立地域の意向を無視し

て進めることはできない。道教委は1996年より遊内全52学亙で毎年2題，高校適正配電学区協議

会を開催してきている (56)。また北海道では高校適正配置の中長期計画を「教育計画推進会議J(57) 

が1999年11月に中需報告『中長期の展望に立った高校配賓の在り方』を提出したが，この答申を

策定するに当たっても，道教委は道内14地域で公聴会「中間報告に係る意見を開く会J(58)を開

寵している。さらには，これまでに既に行われた高校の統廃合や学科転換の事例をいくつか筆者

が見開したところでは，学亙市町村あるいは高校の自発性・自主性が相当に発揮されている。こ

れについては別稿を用意せねばならないが，少なくとも北海道の高校再編については，ストレー

トなトップダウンで進められているとはいえない。

北海道の現在の高校再編の進め方は，ここ数年の少子化の中で現れたものなのか，それとも戦

後高校教育が普及していく過程で形成された北海道の高校教育行政の特性なのかはいまのところ

筆者には速断できない。しかし，おそらく戦後北海道の高校教育の普及が市町村立高校によって

多くを担われたことは，先に触れた北海道の地理的人口的特性とあいまって北海道の高校教育行

政に lつの刻印を与えた可能性がある。遊とは設置主体の異なる市町村立高校が多数存在し，高

校進学率の上昇・維持をそれらに依存せざるをえない状況にあった道教委は，当然それらの設置

主体である市町村の意向を汲み取らざるをえないのである O
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しかし，そうした「状況jに規定されて形成された北海道の高校教育行政の特質によってのみ

現在の帯町村立農業高校が生かされているわけではない。当然そこには各市町村と高校の格鶴と

もいえる努力があったのであり，そしてそれに関わって本稿が指摘したのはそれら市町村の連合

組織である「農振協jの存在であった。市町村立高校が多数を出めるという「状況Jは1960年代
後半から急速に清滅していった。戦後北海道の高校進学率の上昇に大きな役離を果たした市町村

立定時制農業高校は， 1960年代後半からのいわゆる能力主義，普通科志向のなかで急速に志願率

を低下させ，いわば現在進行する少子化を偏差値主義もろとも同碍に先行体験していたといえる。

その中で，次々に普通科への転換や選立への移管あるいは閉校という形で多くの市町村立定時制

高校が次々と姿を消していったが，いくつかの高校は早いうちから地域との連携に取り組み，特

色ある農業教育を生み出すなどして，地域住民や父母，生徒の信頼を勝ち取っていった (59)。こ

うした学校教育の革新と地域の学校維持の確信を生むに当たって自治体連合組織， i農振協jの
果たした役割は大きい。

先にも触れたように， i農援協Jの構成員は規約上，加盟市町村の教育長と高校長である。ま
た結成の呼びかけ人は道教育庁の財務課長であり，事務局は現在まで道教育庁内にある。木佐茂

男は日本の富治体連合組J織，特に地方6間体について，その構成員が議長・首長であり，事務局

の中粧が自治省出身・出向者で占められていることを，自治体そのものを構成員としており，事

務局人員も天下りがないドイツの自治体連合最酪識と比較して，大きな問題点としている (60)。こ

の指捕は「農振協jにもある程度当てはまるといえる。 f農振協Jは本来教育長の連合組織であ

るにもかかわらず， i農振協jで教育長が政策開発をリードしてきたとはいえない。しかしこれ

はわが聞の教育長の専門性の問題に関わることであり， i農振協jの教育長の政策力量・専門的

能力の問題のみを指摘することは適当ではないであろう。

「農振協J加盟校は農業科以外の他学科も合わせた道内の高校全体の中では小さな存在である O
したがってこれのみでもって戦後北海道の教育行政の性格を規定づけることはできない。しかし，

北海道の高校再編の中で市町村立農業高校が鰐単に泊されることなく存続してきたことは，各高

校と地域の政策的力量の結果であり，そのことは高校教育がそれを構成する制度の拘束力のみで

はなく，政策の決定・執行過程のあり様あるいは制度の認識や運用のし方にある面規定されてい

たことを示している (61)。また北海道で市町村立農業高校が存続してきたことは，ある幸還な環

境に恵まれた側面をその要因にもつことは杏定できない。このことは，逆にいえばある不幸な環

境にわが国の戦後教育が置かれていたがために教育の中央統制的な実態が現出したともいえるの

であり，こうした環境的要臨も正確に位置付ける必要があることの提起として受け止めるべきで

あろう。この点については，乾彰夫のいう「教育現実jに対する「労働現実Jの規定性を想起す
べきである (62)。戦後の教育行政をおおざっぱに中央集権として'性格付けるのではなく，それは

実態としてはそうであっても，制度的拘束と政策的領域と環境のそれぞれの規定性をミクロ・メ

ゾ・マクロの各レベルで蹄分けしていく必要があろう。

本稿は教育のあり様を規定する政策ネットワークの一端を戦後北海道の高校教育を対象領域に

して埴鶴見た。教育のあり様は，学校や教育行政に関わる諸組織・団体のあり操に規定される。

教育に関わる自治体連合組織は，それが中央あるいは上からの「組織内関係J(63)に取りこまれ

るのではなく， i補完性j原理にもとづいた上級政府との関係を築くことができるなら，豊かな
教育的営みの lつの条件として取り出すことができょう。
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〈資料1)

農業高校を設還する市町村の教育長会議を組織するための呼びかけ

昭和42年9月128

教育長殿

北海道教育庁財務課長中川利若

議啓

漸く秋のきざしが見える頃と相成しましたが， j聖職には主主々御清栄のこととおよろこび申しょげます。

さて，昭和41年度より始めてまいりました高校学校適lE配置計習も皆様の御協力をえて漸く軌道に乗った

感がありますが，特に農業関係学科につきましては農業後継者養成との関連で新設，増設あるいは学科転換

など積緩的に推進してまいりました。

苦手い各学校におきましでは関係市町村の御指導のもと生徒の確保に努め，経営内容の充実をはかる等かな

りの笑績を収めつつあること御問題量の奈りであります。

しかし近年は他産業における労働力の需要増大を反狭して農村からの労働力の流t誌が相つぎ，新規学卒者

の農業就業本は年々低下している状況であります。

従いましてこのまま推移いたしますと，中卒者の減少とも相まち近い将来各学校とも生徒の確保はおろか

学校を維持することすら困難になることが予想されますので，このような事態に対処するため関係市町村が

一体となって共通課題と取り組み，それぞれの特色そ発揮しながら共存できる方途を克出して行かなければ

ならないと考える次第であります。

つきましては市町村教育長会の中に農業高校を設援する市町村教育長の組織を作るなどして当面する課題

を討議研究し全うのも一策かと思いお誇りするわけでありますが，とりあえず来月開催予定の金遂教育委員

研修会のおりにでも適正な方に御参集いただき組織づくりのお世話を願おうと考えますので，趣旨に御賛同

のうえ，下記により御出席下さるよう御案内申し上げます。

1.日時

2.場所

3.協議事項

IIB和42年10月7目的 13時30分

教育庁会議室

(1) 農業教育の振興について

(2) その他

記

出典)1979年度研究協議会の資料冊子。

〈資料2}

北海道市釘干す立農業課程高等学校振興対策協議会設立に関する「慾意書j

敬具

戦後，教育基本法の発令に伴ない教育の機会均等古消十ばれるに3Eり，会国津々浦々に定時制高等学校が設

置されました。本道におきましでも一市町村一校を目標にその整備が進められ，後期中等教育の普及に大き

な役割を果してまいりました。

しかし，近年我が関経済の高度成長により，教育に対する産業界毒事の要求が多角化し，高校教育の再編成

が強く翠まれるに至りました。

道教委におかれでも，生徒漸減期に入った昭手1141年度から道内公立高校の適正配援計額を具体化し，農業

関係学料につきましでは農業後継者の養成篠保を毘擦に，新設・増設・学科転換など積極的な施策を推進さ

れていることは周知のとおりであります。

しかしながら，前述のような経済の高度成長は産業構造の急速な変革を促がし，農事すからの若い労働者の

流出が棺つぎ，そのため志願者の減少など定時制農業高校の教育にも大きな変化がもたらされているもので

あります。

従って将来は農業就業人口の減少は免れないものと考え后れ，それを見魅した生産性の高い近代化された

農業経営が必要であり，そのためには農業従事者の質を少なくとも高校卒程度にまで高めて少数精鋭主義を

とらざるをえないわけであり，定時制農業高校に課せられた使命は大きいと申さなければなりません。

しかし，現状は必らずしもこのような要請に応えうるものではなし貧弱な教育内容，粗末な施設・設備
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毒事が一般的な姿であり，生徒に魅力を感じさせるには穏遠い存在であります。

従ってこのまま捻移するならば近代農業の担い手を夢みて門を叩く青少年学徒に失援を与えるばかりでな

く，志願者が年々減少することは必至であり，遂には廃校の憂尽すらみなければならないと思考される次第

であります。

そのためこのような状態から一刻も竿く脱出し，農業後継者養成機関としての確毘たるさま礎を築くべく，

定時制農業高校の在るべき姿を明篠lこし，それに相応しい教育内容，施設・設傍あるいは教員組織等の整備

をはかることが急務であると存じます。

しかし，道内各町村の財政は概して乏しく，関や道に対する個々の働きかけにも限度がありますので，農

業課程を重量く高等学校を設愛する全道の市町村が大同凶結し，当IIiiする共通謀題と取り組んで，その振興策

を見い出すため，関係市町村を横につなぐ教育長の組織を先ずもって結成したいと念ずるものであります。

時あたかも本選総合開発第二嫁計画の後半に入り，基盤事長備や機械化を軸とする農業構造改善事業も持者く

軌道に乗り，農業後継者養成における遅滞も許さないわけであります。

以上の観点から私ども発起人の微意をお汲みとり綴い，この会結成の趣旨を諒とせられ，是非御参加下さ

るようお願いいたします。

紹手D42年11月

市町村立農業課程高等学校振爽対策協議会

愛知郡南幌町教育長

設立発起人(綴不河)

市部次男

樺戸郡新十津川町教育長

虻悶郡ニセコ町教育長

雨竜郡北竜町教育長

檎出郡厚沢部符教育長

上川郡愛別町教育長

勇払郡鵡川護I教育長

河東郡音J!1IlJ教育長

野付郡別海村教育長

網走郡女満別町教育長

常呂郡訓子府町教育長

枝さき郡中頓別町教育長

天塩郡遠別町教育長

中沢長安

上野法雄

複本和夫

久保殴武夫

植問実雄

飯田二郎

和国広志

松田十郎

竹内郁生

佐藤忠義

谷野文衛

康 幸太郎

出典)<資料nに同じ。

〈資料3)

42. 9.12 

42.10. 7 

42.11.20 

42.12. 6 

43. 2.12 

北海i鹿市町村fL定時制農業高等学校振興対策協議会(農援協)の歩み

農業高校を設置する市町村教育委員会教育長の組織作りについて，北海道教育庁(財務課長)

からの呼びかけがおこなわれた。

農業高校を設置する市町村教育長会議の設立準備会が日赤会鎮でもたれ，定時制農業高等学校

振興のための組織作りについて協議し，“北海通市町村立農業課税高等学校振興対策協議会設立

に関する f趣意書J"によって，会道の関係市町村教育長に対する呼び、かけが行われた。
北海通市町村立農業課程高等学校振興対策協議会設立総会が自治会館で関儀され，会長には南

幌町教育委員会市田次男教育長が就任し，事務局を道教育庁管理部財務課(定通振興育英係)

に驚くこととなった。 (37市町村)

第1聞役員会が自治会鎮で隣催され，“自白和42年度活動方針とその具体化について"協議したが，

なお，各市町村が農業高校の教育を振興するよで当立言する障害および問題点，ならびに43年度以

降の施設設備の裳備蓄十磁等についての資料提出を求めることとした。

第2聞役員会に引き続いて，定時制農業教育懇談会が持たれ，教育庁財務課，教職員課，管理

課，学校教育課(佐々木，蔀)，農業部会(勝呂)からそれぞれ出席し“定持制農業教育の現状

と課題"について懇談した。

33 



34 教事子学研究科紀要 第81号

43. 8. 9 役員会において，各校の施設設備の整備状況及ぴ繋備のための必要金額とその整備の年次計酒

について，協議した。

43.12. 6 この役員会では，市町村長あてに実習助手の配重量依頼の文書発送と国に対する練情を決定した0

44. 1. 23 会長他1名が文部省初中局財務課及び職業教育課を尋ね要望書撃を手交した。

線f育環包の概要 1.教職員定数の引き上げ
2.養護教諭毒事の給与の県費負担

3. 1)産振法に蒸づく施設，設備の補助率きをすに引き上げる

2)ホ}ムプロジ、エクト用自動車を補助対象とすること

3)寄宿舎および施設・設傍等について補助すること

44“5.10 役員会(課長補佐，係長，高校指導漉 亀岡，久保田，安田毒事が出席)で協議会のこれまでの

活動経過の反省と今後のあり方と構成および44年度の活動と方向内容について審議した。

44. 6 北海道市町村振興基念について，市町村立農業高等学校施設・設傍年次計画にもとづく寄宿舎，

巡回指導者及び実習生徒搬送車毒事の整備に重要する費用を，基本の貸付け対象とするよう道と再三

にわたって打会せを行った。

44. 7.12 北海道会館で梼催された総会に中川管理部長も出席し，北海道高等学校長協会農業部会との逮

携，などについて協議した。なお，この総会では会の名称、について

北海道市町村立農業課程高等学校振興対策協議会 を

北海通市町村立定時制i農業高等学校振興対策協議会 に改めた。

44. 8.22 “定時制農業教育基本方針審議の指導"ということで，農業部会の特別委員 (20名)による会

議に出席依頼をうけ会長が出席する。

44.10.22 富良野市で役員会を隠催

23 富良野農業高等学校を会場に第1図研修会が開催され“北海道高等学校定時制農業教育振興の

基本方針案(北海道高等学校長協会農業部会作成)"をめぐって審議がなされ，その推進を濁る

こととなった。(教育長と潟係高校長の合!湾協議)

44.11. "013和45年度教育施策をめぐる道教委への要望"を教育長に提出する。

45. 4.21 明日の農業北海道をつくる 農村後継者教育 会報第1号発行

45. 8.26 第2回研修会が別海村・中標津町で開催され，“北海道高等学校定持制農業教育振興方策(基

;;ド方策)"(農業部会作成)について，教育長と農業部会(全校長参加)の合同協議が持たれた。

27 その結果，術者の意見が一致し振興方策の決定をみた。

45.10. 2 理事会において上記の振興方策に基く道教委への要望事項等を審議決定するとともに，更に振

興方策の改善すべき事項の具体的推進をはかるため，農業部会に研究を委嘱することとした。

〔農業部会ではこの委嘱を受け，“北海道市町村立主主持制農業教育振興推進委員会"(6人委員

会と絡称)を特設し，農振協と逮携を係ちつつ実践的な内容方法について検討を進めた〕

46. 4. 事務局教育庁管理課に移る

46. 7.10 

46. 8.31 

9. 1 

46. 9.28 

47. 8.25 

8.26 

48. 4. 

農業部会より検討中の中間報告まとめが提出されたので，各会長に送付

第3図研修会は道衡の厚沢部町で関かれ，“振興方策の具現化をどのように進めるかヘを協議

題として研究協議が行われ，農業部会から提出された“振興方策"を行政的見地から推進を~る

べき“教育行政編"の決定をみた。

この8に持たれた農振協聖堂事と関係校長会同会議において“昭和47年度農業教育予算に関する

要襲警"を道および道教委に提出，陳情することを決定，後日，農振協市回会長と農業部会金森

部会長が陳情した。

第4閉研修会は真狩村で開催され “振興方策の具現化をどのように進めるべきか"を主題に

協議が行われ，“振興方策の推進にあたって，指導上特に配意すべき(教育指導編)"を審議決定

した。

なお，農振協と農業部会は，これまで雨者によって研究協議し承認された，振興方策の，基本

方針・教育行政編・教育指導編の合本を作成し関係方溜へ配布した。

また，この会議において教育長領ijから“修業年限を三三年とするための研究"を早急に進め結論

を求める諮問が農業部会になされた。

事務局は教育庁振興部学校施設課に移るo
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48. 9.21 第5図研究協議会は中頓別町で衡かれ，“振興方策実現のための対策"として，施設設備・教

育園の設定・修業年限鐙縮と教育課程・通学条件の改畿などについて協議された。

またこの会議では“振興方策"に“北海道高等学校定時制農業教育振興方策に隠する意見書"

を添え，選および道教委ならびに関係方面に協力・援助を要請することが決められた。(意見苦手

の提出は11月12日遊詩書係， 12月6日，文部省)

49. 4.19 環事会において，“北海道教育長期総合計画の策定について(照会)"に関する回答について審

議する。

49. 6.21 道教育庁振興部参事に意見参提出

49. 8.28 第6図研究協議会は秩父別町で開催され，“生涯教育に立った農業高校のあり方について"研

究協議を行った。

49. 9. 5 “新しい時代に対応する農業教育のあり方(案) 北海道高等学校における農業教育の改善に

ついて一"(農業部会作成)の資料提供をうけ会員に送付する。

50. 2. 6 理事会において 幾振協の存廃について協議

50. 4. 事務局は，教育庁振興部学校施設諜高等学校係に移る。

50. 5.23 淫事会で再び農振協の存廃について協議(農援協発足以来約10年，全日制普通科に学科転換

する学校多く志願者も激減している。また，農政にも大きな変化が免られた現在，この会議の存

廃について討議したい)

また，四期八年にわたって会長をつとめた市悶次男南幌教育長が辞任，後任には真狩村機内

季明動育長が推された。

50. 9. 2 第7間研究協議会比“今後における定時制農業教育のあり方について 特に特急ある学校作

りを進めるために"を協議題として札幌市(定山渓)において開催された。 (29市野村加盟)

51. 6.14 理事会において“市町村立定時制農業高等学校問題懇談会"を務き，今後における市町村立定

持制農業高等学校のあり方について，教育庁関係者と懇談

横内会長辞任により，洞爺村依野耕三教育長が後任に推された。

51. 9.10 第8劉研究協議会が士幌町で関儀され，“生涯教育の視点に立った定時制農業教育をどのよう

i にすすめたらよいか"について研究協議カf行われた。

11 

52. 8.25 道教育庁機構改革により事務局は学校教育部高等学校課内に移った。

52.11.17 第9図研究協議会は，有珠山噴火の沈静をまって洞爺村で関録され，“教育課程の弾力化に伴

j う実践上の諸問題について"研究協議が行われた。 (25市町村加段)

18 

53. 9.27 第10図研究議会は東藻琴村で開催，“中・高の連携による進路指導体制の充実を図る"を協議

i 題として実施された。 (15市町村加援)

28 

53.11.15 理事会において 農援協の存療を検討したが，この会を廃止することはできない。一層の充実

を考え会費の大巾増額，関係高等学校長を会員とする，などを決めた。

54. 8.24 第11図研究議会は幌加内町で関縫，“生徒の入学拡大と特色ある学校の経営をどう図ったらよ

j いか"を研究協議題として実施する。

25 

出典) <資料1)に同じ。

〈資料4)

昭和42年度活動方針

農業後継者養成教育の重要性にかんがみ，次の目標を掲げて昭和42年度活動方針とする0

1.定持制農業教育ビジョンの確立

(ア)市町村における農業振興策に沿った農業教育のどジョンを確立する。

(イ)市町村相互の連絡提携並ぴに調査研究を強化する。

2.学校施設・設備の充実整備
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(ア) ホーム・プロジェクト活動を補うための基礎的実験実習の施設・設備の充実をはかる(学校農場，実

験実湾釜，寄宿舎等)

付) J農業及ぴ農家主主活の近代化に即した生活技術の習得に必要な施設・設備の整備充実をはかる。

(ウ)施設・設備整備のため尽に補助率の引き上げや適用範関の拡大を働きかける。

iエ) 道農業後継者養成資金貸付制度の設震を促進する。

3.教員組織の充実強化

{ア)導門課程担当教員の充実

(イ)専任教員の充実

(ウ) 実習助手等の配置充実

4.地域社会との逮けい強化

(ア) 中学校における進路指導の適正をはかる。

(イ) 農協，普及事業所などとの逮けいをはかる。

(ウ)学校毎に当該学校を農業教育センターとする地域農業教育振興(後教育を含む)のための総織を結成

する。

出典)<資料1)に肉じ。

〈資料5)

紹和42年度活動方針の具体化について

本年度の活動方針については設立総会の折，御審議いただいたところでありますが，過日の第1回役員会

において，その具体化を協議し，それぞれ次のような方針を決めましたので，今後はその実現のため総カを

結集して行きたいと考えます。

l.定持制農業教育ピジョンの確立

(ア)市町村における農業振興策に沿った農業教育のどジ百ンを確立する。

将来の必要農家戸数や後継者養成必要数あるいはその養成方法等を内容とする各市町村の農業後継

者養成計闘を作成し，その富十磁に沿って定持制農業高校の役割を碗確化する。

定時制高校発足当時は，全日制課程に進学できない者を収容する教育機関であったが最近は農業後

継者養成機関としての役割を負わされるようになった。しかし教脊内容その他は18体然たるものがあ

るので，後継者養成機関として相応しいものに変えていく必要があるα道でも定時制農業高校に，そ

の役割を期待する以上その振興充実策を真剣に考えてもらわなければならない。

・農村には農業学関や4Hクラブ等が存在しているが，これらと定時制農業高校との関逮を充分考慮
しなければならない。

むしろ定時制農業高校を当該地域における農業教育のセンターとして認め，農業学園の普通科等l立

高校の別科として存続させるような関係方街へ働きかける。

・公立高校再編成計簡の中では，市町村立農業高校の教育を振興させる観点から，道立農業高校の位
重量づけをしてもらう。

その際，施設設備の効率的利用の上でも一校2関口制をとるのが望ましいので，積極的に推進して

もらう。

(イ)市町村相互の逮絡提携並びに調査研究を強化する。

モデル町村の紹介

町村相互の視察や懇談会の実施

・道や道教委号事の行政機関をはじめ，関係団体との連絡協議会を開催する。
. 各市町村における農業教育振興上の控室審点・問題点を集約する。

2.学校施設・設備の充実整備

(ア) ホーム・プロジェクト活動を補うための基礎的実験実習の施設・設備の充実をはかる(学校農場・実

験実寝室，寄街会等)

{イ) 農業及び農家生活の近代化に郎した生活技術の習得に必要な施設・設備の整備充実をはかる。

定時制農業高校における施設・設備の基準を設定すること。

各市町村の整備計額及び資金確保の案を取りまとめること。
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(ウ)施設・設備幾備のため留に補助率の引き上げや適用範劉の拡大を働きかける。

・本年度は取りあえず，公立文教施設整備期成会の陳情に含めて12月下旬関係各省に要望書を提出す
る。(定時制高校寄宿舎重量儀費の大rtJ増額。校地取得費及び造成費に対する効成措震の確立。産業教

育施設・設備について現行国庫負絞率すのものについてをに引き上げ)

来年度以降は定時制農業教育振興のために独自の働きかけをする。

Lエ) 道農業後継者養成資金貸付制度の設震を促進する。

・施設・設備事長僚のための長期融資制度を遂に作らせるよう町村長会，遂教委，道議会等に働きかけ
る。

3.教員組織の充実強化

(ア)専門謀殺担当教員の充実

・新採用教員の配置や人事異動を過して充実強化をはかるよう働きかける。
(イ)専任教員の充実

・時開講防会解消し，専任教員の配置率を高めるよう働きかける。
(ウ) 実轡勤手毒事の書記震充実

・実習助手や事務職員等の費日霞充実を環事者側に要言書するとともに道費による配置や効成を積極的に
働きかける。

4.地域社会との逮けい強化

(ア) 中学校における進路指導の適正をはかる。

・中学校における指導はもちろん，小学生から後継者として進む心構えを養う。
付) 農協，普及事業所などとの逮けいをはかる。

(ウ) 学校毎に当該学校を農業教育センターとする地域農業教育振興(後教育を含む)のための組織を結成

する。

出典)<資料1)にi弓じ。

〈資料6)

北海道市荷村立定時総農業教育振興推進委員会の歩み

発足まで

1 昭和42年末，北海選定持制農業教育振興のため.r有荷村立定時制農業高校を設置する各市町村教育委員
会によって，北海道市町村立定時総農業高等学校振興対策協議会が設立され，事務局を道教育庁財務課内

においた。

2 昭和43年度，市町村立定時制各高校俸に，将来への振興方策第1次試案を，地元教育委員会と学校の協

力のもとに夫々策定し，これを集約分析して，共通の方向と方策の検討が進められた。

3 IIB和44年度，道高校長協会農業部会主催，大野農研集会 (7月米)において，定時総農業教育振興基本

方針の原案が提案され検討，問年秋，禽良野市において，北海道市町村立定時制農業高等学校振興対策協

議会(以下農振協という)潟催し，各教育長，関係高校長の合同研究協議によって，振興の基本方針を決

定，これが畿迭をはかることとなった。(道教育庁関係者出席)

農援協は農業部会にこれが研究猿進を付託した。そこで農業部会では，会遂の農業教育に携わる教職員

で構成する農業教育協会に細部検討と具体策を諮問した。

4 北海道農業教育協会では，部会の諮問に答えるべく，ブロック別に研究組織を編成し，体制を擁立，諮

跨にそえられた理由(第3期北海道総合調発計薗をふまえて地域の将来を見透かす)の線に郊り. 4 5年

3月中問答申，河年7月本答申を目途に研究活動に入った。

5 昭和45若手7月23日，農業教育協会より農業部会に答申さる。部会では答申に基づき今後の進め方を検討

項目，文案を整理し成文化し.8 M6-27Bの別海，中標津岡高校を会場として潟催の農振協協会に捻案，

教育長，高校長合同協議の結果一致をみ，振興方策は決定された。

6 &義援協はさきに決定された振興方策に碁づき.45年10月2B.その理事会において振興方策に碁づく遂

教委への要望事項等を審議決定するとともに，振興方策の改善すべき事項について具体的推進をはかるた

め，その研究を農業部会に委嘱した。
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発足

l 委嘱を受けた農業部会は， 45若手11月5-6日の理事会で「北海道市町村立定時制j農業教育振興推進委員

会jを部会内に特設し，幾援協と密接な透けいを保ちつつ，細部に亘って実践的内容，方法の検討を進め

ることとした。

推進委員は全道五黄色区より，次の6名の市跨村立定持制j農業高等学校長が選出された。

道北地区 剣淵高校 味咲祥王子(委員長)

全 富良野農高校 清原邦義

選東地区 更別高校 池邸好I'ì~

北見地区 女満別高校 太田米造

選央地区 南幌高校 西村忠彦

選南地区 主主狩高校 綾野正美

なお，本委員会の指導助言者として，金森繁岩農高校長，福井敏夫大野農高校長，矢口猛名苦手農高校長

が参濁した。

発足から

1 45年11月30日 第l毘委員会推進事項の具体約作業内容を振興方策中より抽出，その進め方，手頗，

各委員の研究分担をきめる。

12月18-19日 第2図委員会研究捻進構想、をまとめる

研究構想 第I繍教育行財政篤

前文市町村定時制農業高等学校の現状と殉題点

第 1 教育閣の設定

第2 教育関の広域化にともなう教育環境の整備

第H編教育指導策

第 1 農業教育の現代化

第2 教育内容方法の具体的改善

第3 実習教育の在り方

第4 生活科の教育

研究推進日稜 第I編は， 46年7月末，農業部会理事会，総会までに完成し，秋の長義援協(厚沢部会場)

の教育長，校長合同研究協議会にて決定をみる。

第E編lま，新教育改訂に伴う研究と併行して推進し， 47年7月末，農業部会理事会，総

会までに完成をB途に推進するo

2 45年11月30日 農振協は10月2臼決定をみた道教委への要望事項について，阿部指導部長ほか関係者を

招いて，推進委員校長を交え，定時刻農業教育懇談会を開催，意見の交換が行われた。

12月18日 市田農振協会長(南幌町)，金森農業部会長は要望書を潟村教育長に提出，懇談，激励

を受ける。其後関係各課長を廻り陳情。

3 46年1月7日 第3回， 4Ji22日 第4回 5月88 第5図の振興推進委員会の会議を重ね，教育行

財政策の原案作成， 5Ji24日 農振協理事会に中間報告し指導助設を受ける。 8月下旬の

農振協，校長合同研究協議会までに，文案整理成文化することとなる。

4 46年5Ji28日 農振協総会において， 46年度事業内容決定，その主要柱に定時制農業高等学校振興方策

の具体化があげられるo具体的内容は，

1)農業教育閣の会選的構想について調査検討を進める

2 )各学校毎に振興方策の具体化を目指し町村体制を整備し，年次計画に基づく捻進を~

る

3 )各地域別の農業教育懇談会を開催し，農業教育関構想、について，具体的検討を進める

4)各学校毎の施設々備充実の策定と，これがための農業類型別定時制農業高校の施設々

傍のモデルプランを作成する

5)農業特別専攻科の設援について

6)広報活動を活発に行い，選，道教委，市町村等の各関係分野に対し，振興方策実現の

働きかけを積様的に進める
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7 )定時制農業高校振興方策具現化についての研究協議会を開催する

農振協は以上7項目の呉現化のため農業部会と緊密な逮けいのもと捻進を図る

5 6月17日 第6回推進委員会 さきに農振協環事会に中間報告した振興方策，教育行財政の織部検討，

文案重量理，成文化実施

7月25日 帯広農高での46年度全遂農教研集会の折の部会理事会，総会に提案し承認さる。

8月31-9月1臼 厚沢部高校会場の農援協，高校合同研究協議会に， 45年11月30日以降推進委員会に

おいて研究してきた「北海道高等学校定時制農業教育振興方策の推進についてjの原案が全会

一致で承認さる。今後本方策の具体化を進め，さらに内容を整潔，道教育長に陳情するととも

に関係方衝に働きかけることとなる。

6 9.R28日 農振協理事会，推進委員会問会議 さきの厚沢部会議で決定をみた振興方策の推進について
具体化のため， 47年度定時制関係農業教育予算に関する要望書について審議決定。

10月下旬 農援協会長，農業部会長逮盟で道教育長および潟係方面に練{督することとなる。

7 9月28日 第7回推進委員会今後の研究日程をきめる。教育指導編の研究作業を開始すること。 47

年1月上旬 部会総会に中開発表の予定 7月下旬 標茶会場の差是教研集会の折部会総会に成

案発表，その秋の差是振協，関係校長合同研究協議会において決定の予定。

8 11月26-27日 第8図委員会教育指導線の原案説明審議

47年1月9臼 第9図委員会涼案の再審議

2月24日 以上の検討に基づいた最終原案を披進委員長より，農業部会長に提出

4月21日 農援協， 4 7年度第l邸潔事会に中間報告

5月9臼 第10問委員会部会総会提出原案協議

5月10日 農業部会に原案提出意見を求む

一段階完結

1 47年7月26日 標茶農高会場の全道農教研集会の折の農業部会総会に振興方策一教育指導篇案ーを提出

審議承認を得 8月下旬真狩の農援協，校長合河研究協議会にて.iE式決定の運びとなる。

なお，その時点において，振興推進委員会(六人委員会)は当面の任務完了で解数を認め

ることになるが，更に具体的推進を図る必要を認め，新委員を選出し，組織を存続するこ

ととなる o

8月25-26日 真狩会場における第4回北海道市町村立定時制農業高等学校振興対策研究協議会全体会

議において f北海遂高等学校定時制農業教育振興方策の推進について一一教育指導篇
-Jを提案，審議決定をみた。

45年11月発足した振興推進委員会(味村委員長外5名の高校長)は46年教育行財政篇， 47年教育指導篤

の完結をもって一応の任務完了と認め解任。

しかして，この具現化捻遂の必要を認め，新に6人の委員を選出承認した。

選出委員

南幌高校 西村忠彦(留任) 道失地区

富良野農高校 清原邦義( ~ ) 道~t ~ 

真狩言語校 綾野豆美(ク) 道街。

鷹栖高校 桑王寺.iE敏(新任) 道北。

郁子府高校 出口摩( ~ ) 北見。

中札内高校 小池昭典( ~ ) 道束。

一次出発

47年8月初日 第1濁捻進委員会(主主狩跨) 今B迄に決定をみた基本方策 (45年)，教育行財政策 (46年)，

教育指導策 (47年)の合本編集，印械を協議。

9月27日 第2回推進委員会(岩見沢農潟) 委員長友選桑島校長(鷹栖高)に決定，今後の調査

10月16日

11月2日

研究の進め方(広域農業濁，修業年限，入学定員，研究協議会の開催)について協議

推進委員長，農業部会第四回理事会(静内潟)に経過報告

第3@]推進委員会(札幌郵政会館) 理事会報告に基づく連絡，研究協議会テーマの検討
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12月28 第4腐推進委員会(南幌高) 市符村立定時制農業高等学校長研究協議会の運営協議

48年1月11日 窃北海道定時制農業高等学校長研究協議会潟催(道庁赤レンガ会議室)協議事項一一

定草寺制農業教育振興方策(教育行政編，教育指導編)，広域農業教育園の設定，修業年

限隠題一一参加者(助言2名，顧問4名，校長31名)

@ 第5図推進委員会(赤レンガ会議室) 研究協議意見の集約，次期協議テーマの設定，
名苦手農教研集会における提案者の決定

2月13日 第3間農援協理事会(道庁赤レンガ庁舎) 農援協の存廃について一一存続に一致一一，

農業教育歯設定について一一農業部会と逮けい継続協議一一， 48年度研究協議会開催につ

いて一一中頓別町承認一一

5J38臼 第 6 図推進委員会(札幌~厨高 7 月名寄農教研集会定時制単霊堂校長部会の研究テーマ

の確認と問題点協議，中頓別農振協研究協議会の持ち方検討

5月24臼 第7間推進委員会(札幌自治会館) 第五凶農援協研究協議会の忍穏運営協議

6月初日 農援協48年度総会(札幌自治会館)

役員改選一再選一会長市回次労(荷幌町) 副会長竹内郁主主(女満別町)

48年度事業計額

1.振興方策実現のための対策

(1) 教育歯の設定について

(2) 修業年限の短縮と教育課程について

(3) 通学条件の改善について

2.農振協現地協議会の潟催について

3.会報の発行について

7月3-48 第8図推進委員会 48年度会遂農教研集会，学校綬営部会市町村立校長会提案内容検討

(広域農業教育閤，修業年限短縮)，市町村校長会の遼営について，第五限農援協研究協議

会との関速について

7月27，28日 48年度北海道高等学校農業教育研究集会(名寄農商)

学校経営部会市町村立校長会提案，協議事項

7月27日

8月27日

1.北海道高等学校定時制農業教育振興方策の具体化について(広域農業教育酪)

2.定時制農業高等学校の魅力，特色と修業主手限短縮について

・振興方策について，今日迄の研究成果の確認

・本年度農振協事業計画の概要

西村校長

桑島校長

・広域農業教育陽 (4ブロック， 22遡域，関係市町村， 3期計画，完成55年の後継者

必要数，その学歴構成比と予測人数，必要農高隠口数)

・地域青少年教育，社会教育，生涯教育への配慮

・各地域，学校の実態と将来襲撃発表

・定時制修業年限問題における道内外の状況と今後の見通し

・道内稲作地帯における 3ヶ年で修業する教育課程の編成 (4校の例)

・修業年限短縮是非に対する意見集約(現状維持，短縮，全日移行)

・第五関農振協(中頓別)提案内容の確認

・農振協会同会議提案者とテーマの決定

・農振協のもち方に対する意見及び要望

第9回推進委員会(名寄農校) 第五回農振協高校側g提言者，提言テーマの選考

大テーマ f北海道高等学校定時制農業教育振興方策の具体化についてj
1.教育行財政編 農業教育鴎設定に伴う教育条件の務備について

2.教育指導編施設設備のあり方について

3.会 上生活科の教育について

手立会，記録者の決定 s.e.振地区
農援協第二回理事会(札幌自治会館)

更別高

秩父別農言語

中頓別高

新江校長

佐藤校長

岸上校長

1農業教育療の設定 2修業年限の短縮について，西村，桑鳥肉校長より，研究経過を報
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告，協議の結来 1についてはゑ認を得ること 2については時鶏約に潟早の感あるので継

続研究として総会提案を決定。中頓別会場の第五回農振協研究協議会の日程審議決定

9月20，21筏 第五悶農振協研究協議会(中綴別町)

研究報告 1.教育毘(商村 2.修業年限(桑鳥 1は承認 2は継続研究

提言 1.教育条件重量備(新江 2.施設々備の整備(佼藤) 教育長各伎の決意

を振起す

校長部会協議事項

・弾力性ある新教育諜穏について

・社会教育(主主渡教育)の場としての定時制高校の在り方について

.教育歯設定承認、後の校長官~Jのあり方について

全体会議(部会報告)

教育長部会

・道教委へ意見書提出一-47年8月26日 農援協，農業部会連援の北海透高等学校定

時制農業教育振興方策(基本方針，行政編，指導編合本)と今[ij]決定の教育醤を意見

書に添えて

・修業年阪は問題も多いので継続研究一一後教育，地域性等を考え再検討のこと

.条件整備は十分尊葉努力する

校長部会

・弾力性をもった教育課程の編成を継続研究

・社会教育との関連で綾城に潤かれた定持制高校の夜り方継続研究

.教育濁問題の具現化への協力

9月初日 第10翻捻進委員会(浜頓111J町ホテル) 校長部会の研究協議事項の選定，本会議終了後の

在り方

二次終結

1主)本資料は道立岩見沢農業高校所蔵の fJ義援協J関係資料にあったもの。作者不明

〈資料7)

北海道市町村立農業高等学校振興対策協議会会則

第1条 本会は，北海道市町村立農業高等学校振興対策協議会と称し，事務局を北海道教育庁生渡学習部学

校教育課に置く。

第2条 本会は，農業の近代化に沿った農業後継者を養成確保するため，道内市町村農業高等学校教育の充

実振興を図ることをもって目的とする。

第3条 本会は，農業高等学校を設援する市町村の教育愛及び市町村立農業高等学校長をもって組織する。

第4条本会に役員として会長l名，副会長l名，壊事若手名及び歎事2名を震く。

第5条会長，副会愛，譲事及び監事は，総会において選出する。

第6条役員の任期は2年とする。ただし，再選を妨げない。補欠によって就任した役員の任期は，前任者

の残任期隠とする。

第7条 会長は本会を代表し，会務を総括する。副会長は，会長を助け，会長に事故あるときは，その職務

を代行する。理事i立会務を執行する。監事は会計を監査する。

第8条 本会は，毎年1回総会を開き，予算の議決，決算の承認、等，本会に関する主重要事項の議決を行う。

ただし，必要ある場合は縮時総会を開くことができる。

第9条役員会は必要に応じて開き，緊急、を要する会務を審議する。

第10条 本会の会計年度は，毎年4月1Bに始まり 3月31日に終わる。

本会の経費は，会を構成する市町村の負担金その他の収入をもって支弁する。

付則 この会則は，昭和42年11月初日から施行する。

昭和58年8月初日から施行する。
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〈資料8)

「農援協J研究協議会内容一覧

第1凹・ 1969年度(10月23日，富良野市)

北海道高等学校長協会農業部会「北海道高等学校定時制農業教育振興の基本方針案Jをめぐって審議，
その推進を図ることとなった(教育長と関係高校長の合同協議)。

第2間・ 1970年度 (8月26日・ 27日， }J1j海村・中標津町)

北海道高等学校長協会農業部会「北海道高等学校定時制農業教育振興方策(基本方策)Jについて，教

育長と農業部会(全校長参加)の合同協議が持たれた。意見一致，振興方策の決定。

第3回・ 1971年度 (8月318・9月1日，厚沢部町)

〈会滋定時制農業課程高等学校振興対策協議会研究協議会〉

大野農業高校自営者養成施設見学

厚沢部町教育概況説明

厚沢部町概況説明厚沢部町教育長沢回幸男

書道校農業教育概況説明厚沢部高校長佐藤博

厚沢部高校祝察

研究協議会議題 1 北海道市町村立農業高等学校振興方策について 2 その他

講演 「北海道高等学校教育について」 北海道教育長 限付正吉

全体研究協議会(教育長・高等学校長会同会議)

議題 1 北海道市町村立農業高高等学校振興方策について 2 その他

第4潤・ 1972年度 (8月258.26日，真狩村)

真狩村教育概況説明

真狩村概況説明 真狩村教育長機内秀明

高等学校概況説明真狩高等学校長綾野正美

学校視察

部会別協議教育長部会

校長部会

倶知安幾業高等学校視察

研究協議会議題 1 北海道市町村立農業高等学校振興方策の具現化をどのように進めるべきか

2 その他

援案者教育長部会別海村教育長松田十郎

認11子府町教育長佼藤忠義

校長部会 厚沢部高等学校長佐藤博「北海道高等学校定時制農業高校振興

方策具現化のための提言言J
訓子府高等学校長 田口厚 「振興方策の具現化をどのように進め

るべきかj

全体会議議題推進方策の兵務化をどう進めるべきか

講演 f農業教育に期待するJ 北海道路農協会常務壊事小林道彦

第5閏・ 1973年度 (9月初日.218，中頓別町)

講演 「地域住民の生渡教育の成立と地域学校としての定時制農業高校のあり方J
北海道教脊庁学校教育課参事矢口重量

中頓別町教育概況説明

中頓別町教育概況説明 中頓別町教育長谷野文衛

高等学校概況説明 中毒翼別高校長 岸上正治

学校視察
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全体協議議題 1 市町村立定時制農業高校の振興方策を，今後具体的にどのように進めたらよいか

2 その他

報告事項(1)教育閣について南幌高校長西村忠彦

(2) 修業年限について鷹樹高校長桑島正敏

北海道高等学校長協会農業部会「昭和48年度高等学校定持制課稼(農業科)

修業年限に関する調査研究についてJ(報告)
提言者鹿追町教育長杉森昭朔

秩父別農業高校長佐藤博 「北海道市町村立定時制農業高等学校・定時制農業教

更別高校長新江政義

部会別協議教育長部会一一農振協総会

校長部会

全体会議

第6問・ 1974年度(8 Ji 28日・ 29日，秩父別町)

秩父別町教育概況説明

育振興方策の具現化一一教育条件整備・本選市町村

立高校 (33校)の農業実験，実習施設・設備の現況

と猿傍光案方向についての考察j

秩父別町概況説明秩父J.lU町教育長後藤数雄

農業高校概況説明秩父別農業高校長佐藤博

研究提案

教育長部会代表

十勝地区代表更別村教育長佐藤末太郎

後志地区代表真狩村教育長横内秀明 「生涯教育の視点に立った地域農業高等学校の教育環

境をどのように整備したらよいかJ
高校長部会代表

更別高等学校長 新江政義「生涯教育の視点に立った農業教育のあり方j

真狩高等学校長 綾野正美「生涯教育の視点に立った農業教育の在り方の研究J
秩父別農業高校施設，設備，農場一一四視祭

部会別研究協議会

(研究主題)1生涯学習の視点に立った農業高校のあり方J
教育長部会 「生涯教育の視点に立った地域農業高等学校の教育環境をどのように猿備したらよ

いかJ
高校長部会 I~色濃教育の挽点に立ったまさ持制農業高等学校の教脊をどのように進めたらよいかj

第7殴・ 1975年度 (9月2日・ 3臼，札幌市)

講演 133晃代高校教育の諸問題に思うj 北海道教育委員会委員長 紅林晃
提言・実践発表 1 1季節定時制休業期間における f専攻実習JJ

潟爺高等学校長黒沼友一

2 1生涯学資の原点に立った本校教育経営の修正についてj
東藻琴高等学校長猪俣新平

研究協議 「今後における定時制農業教育のあり方について一一特に特色ある学校作りを進めるために

一一J(下司会女満別町教育長竹内都生・秩父別高校長佐藤博)

第8回・ 1976年度(9月108・118.士幌町)

講演 士幌町立士幌保育所長結城j青春 121没紀の文明社会のあり方についてJ
提言 1 北海道高等学校長協会農業部会長 矢口猛「生渡教育について」

2 北海道真狩高等学校長 猪俣新王子「主主緩教育の考え方を生かした教育方法についてJ
3 北海道幌加内農業高等学校長 井沢議忠「地域に密着した生涯教育の捻進J
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部会研究協議

1 教育長部会(中村課長祷佐，佐々木参事)

「教育需要にどのようにこたえていったらよいかJ
一一市町村教育総合計衝をどのように確立したらよいか

一一学校教育，社会教育，家庭教育の機能分担をどのようにするか

湾会者 中札内村教育委員会教育長笠松義雄

2 高等学校長部会(赤部，矢口)

f地域の学習婆求にどのようにこたえていったらよいかJ
一一揃教育計画にどのように反映させていったらよいか

一-効果的な学努展開を図るにはどのようにしたらよいか

司会者北海道洞爺高等学校長黒沼友一

総合協議

下司会者農振協会長佐野耕三

北海道洞爺高等学校長黒沼友一

士幌町農業教育状況視察

第9回・ 1977年度 (11月178・18日， r隠爺村)
実践発表・研究協議教育課程の弾力化に伴なう実銭上の諮問題

発表北海道ニセコ高等学校長紺野清

北海道壮瞥高等学校長 越後一部

講話定時制農業高校の発展過程と将来展望

講師北海道高等学校長協会農業部会長矢口猛

実情紹介

i跨爺村洞爺村教育委員会教育長佐野耕三

洞爺高等学校洞爺高等学校長加藤E奪三

講演 当薗する高等学校教育の諸問題

議締北海道教育庁高等学校課長藤井茂男

視察選立洞爺少年自然の家

説明洞爺少年自然の家所長高橋秋男

第10臨・ 1978年度(9月27日・ 28日，北海道東藻琴高校)

研究発表北海道士幌高等学校における入学者対策(生徒募集)について

北海道士幌農業高等学校長安閑勲(昭和52年度農振協実践研究指定校として)

会場校実績紹介北海道東藻琴高等学校長青地巧

講演農業教育における諸問題について

北海道高等学校長協会農業部会部部会長杉山輝正(北海道常広農業高等学校長)

講演 オホーツク沿岸の古代文化網走市立郷土博物館館長米村智英

文教施設等視察

第11回・ 1979年度 (8月24日・ 25日，幌加内町)

研究発表特色ある学校経営をどう図ったらよいか北海道幌加内農業高等学校長官図嘉明

研究協議 「生徒の入学拡大と特色ある学校経営をどう図ったらよいかj

研究発表ならびに研究協議の勧誘

北海道高等学校長協会農業部会長・岩見沢農業高等学校長福弁敏夫

講話最近の農業教育事情

北海道高等学校長協会農業部会長・岩見沢農業教育高等学校長福弁敏夫

幌加内町の紹介

講演今後における農業高校の使命北海道教育庁学校教育部高等学校課羨 久保田宏明
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第12問・ 1980年度 (8月29日・ 30日，童日i湖町)
剣淵町教育概況説明「剣淵高等学校の概婆J(剣灘高校)
剣i殿町概況説明剣淵町教育委員会教育長西川豊

郷灘高校概況説明剣滅高等学校長関広司

提言 「今後における定時制農業高校の進むべき方向J
東5車重罪村教育長 加藤弘
富良野市教育委員会教育長野呂力

研究協議

提言ならびに研究協議に対する助言 f特色ある学校づくりの手だてJ
北海道高等学校長協会農業部会長・岩見沢農業教育高等学校長福井敏夫

講話 「当箇する高等学校教育の諸問題J
北海道教育庁学校教育部高等学校課長 久保田宏明

講演 「地域づくりと市町村立農業高校の今後のあり方j 帯広畜産大学教授 出島重雄

視察岩尾内i胡多目的ダムの状況

臨狩・ 1980年度農援協現地協議会 (10月27日・ 28日，土i篠田J)

町内，農業施設と学校案内

講話町づくり計画における士幌高校士幌町長後藤辰雄

農協が期待する高校教育土幌町農協導務安村志朗

実践発表と提言士幌高等学校長安出勲

協議

第13図・ 1981年度 (9月9日・ 10日， ~士瞥町)

壮瞥町の教育概況説明 「壮瞥高校全日制i課程転換についてj

1士瞥町教育委員会教育長 率坂義昭
4士瞥高校概況説明壮瞥高等学校長藤森淳道

研究協議提言書 f地域に根ざした農業教育の方向J 箆良野農業高等学校長 笹鳥正
視察省エネ野菜モデル留地説明壮瞥IIIT産業課長良悶哲二

講話 「定時制教育をめぐる諸問題についてj 北海道教育庁学校教育部高等学校課長林安俊

研究協議提言言 f新しい定時昔話農業教育の方向」 真狩高等学校長 猪俣新平
福井敏夫校長会農業部会長「最近の農業教育j

第14悶・ 1982年度(8月27臼・ 28B，留寿都村)

講話 「市密I村立農業高校に期待するものj 静内農業高等学校長 綾野正美

提言言 「地域に根ざした農業教育の計画と実践J 士幌高等学校長 安田勲
研究協議

留寿都高校概況説明留寿都高等学校長野間武夫

視察

講話 「学校教育をとりまく諸問題についてj 北海道教育庁学校教育部参事大村正道

提言 「定時制農業教育のあり方一一地域開発学校としてJニセコ高等学校長 佐藤隆一
研究協議

第15悶・ 1983年度 (8月初日・ 31日，富良野市)

講言語 f私の農業経営の歩みとこれからの農業教育に期待するものJ名寄市智恵文 章Z井岩男
研究協議会 調査活動報告 「定時制農業高校転換期の課題」

幌加内農業高等学校長校長角田娘三

富良野農業高校概況説明 富良野農業高等学校校長小池沼典

農事視察
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第16厨・ 1984年度 (8月30日・ 31日，士i線田J)

講話 「農業におけるコンピューター利用の将来についてj 帯広畜産大学教授 久保嘉治

研究協議会提言発表 f本校の活動経過概要と今後の諜緩j 北海道東藻琴高等学校長 官耳堀思康
講話 「地域にささえられた教育J北海道教育庁学校教育部高等学校謀長安田勲
研修・視察士幌農協馬鈴しょコンピナート，北海道士幌高等学校

第17霞・ 1985年度 (8月22日・ 238，東藻琴村)

講演 「農業地域の振興と人づくりJ 北海学鹿北見大学米内山昭和
研究協議提言雪 「地域に根ざした教育言十磁の編成と実践J北海道留寿都高等学校長 野田武夫
研修・視察酪農経営農家厚海作治氏宅，東藻琴村乳製品加工研究所，東潔琴高等学校

第18図・ 1986年度 (8月28日・ 29日，ニセコ匝J)

講演 「北海道農業に今何か起きているか一一ソフト化待代におけるおい手育成問題の視点一一j

北海道農業協同組合中央会農業指導部長鎌崎億一

研究協議

提言 「地域に関かれた特色ある教育課程の編成とその実践j 北海道壮瞥高等学校長 岩井正和

開催地高校紹介北海道ニセコ高等学校の概況

研修視察 北海道官底力治原子力発電所，有烏記念館，北海道ニセコ高校

第19図・ 1987年度 (8月初日 .27白，中標津町)

講演 「私の出会った人々」 標茶町長阿部悟郎

研究協議捻震 「地域に根ざした教育の推進j 剣淵町立剣滅高等学校長 岡本保

開催地高校紹介 「中標津農業高等学校の概要j

研修視察 中標津農業高等学校，酋竹・竹下牧場，桜井牧場

第20閲・ 1988年度 (8月258・26日，真狩村)

講演 「高等学校の適正配置についてJ 北海道教育庁後志教育局局長 演坂俊之
提言 「ニセコ高等学校の現状と将来構想J ニセコ高等学校長 田中清一
研究協議

真狩高等学校の概況，見学

研修・祝祭(真狩村) 優良農家経営(ユリ根経営)，農林水産省穣商管理センター後宏、農場(稜萄生

産管理)，学締自然公閤(森林学習館他)，等見学

第21問・ 1989年度 (8月24日・ 25日，幌加内町)

講演 はじ海道の農業教育改害事の視点J 北海道教育庁生涯学費部次長 布田昌敏
研究協議提言 「本校の教育推進状況と課題J 中標津農業高等学校長岩崎孝一

研修視察有限会社母子恩北栄酪農生産総合他

第22図・ 1990年度 (8月23日・ 248，剣淵町)

講演 「道北農業の課題J 剣淑町長大津秀了
研究協議提言 「本校教育の環状と発展方向J 北海道真狩高等学校長高橋一夫
開催地高校紹介 「剣淵高等学校の経営状況J(剣灘高等学校視察)
研修視察 東多答書li~草生産組合，剣淵町軟自ネギ組合

第23回・ 1991年度 (8月初日・ 308，~土瞥揮J)

講演 f鍛光と付加価値を見据えた農業経営」 壮聖書町長 菅原俊一
研究協議提言 f本校教育の現状と発展方向J 北海道士幌高等学校長三沢治
学校視察壮瞥高等学校

研修視察 篤農家視察・果樹隈矢野徹氏宅，壮瞥町郷土資料館・横縞北のi鵠記念館，紹和新山
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第24閲・ 1992年度 (9}13B'4日，留寿都村)

提言 「地域の婆議に応、える本校の現状と課題j 北海道幌加内高等学校長 島捨夫

学校視察(留寿都高等学校)

講演 「村おこしのための農業と観光」 留寿都村長 上木大五良

研修視察 ルスツリゾート，陶芸家 f深草窯」今村志郎，篤農家・畑作経営渡辺正義，留寿都村農業協
向組合大根選果場

第25凶・ 1993年度 (10月19日・ 20日，富良野市)

講演 「富良野市の農業と観光リゾートJ 富良野市長滝口頭一郎
研究協議会提言 「本校の教育捻進状況と課題J北海道東潔琴高等学校長木村光男
学校視察(北海道富良野農業高等学校)

研修視察富良野チーズ工房，デイジー食品工業，ふらのワイン工場

第26図・ 1994年度(10月13日・ 14日，士幌里J)

提言言 「地域に学び，地域と共に歩む，地域に信頼される学校の創造一一農業福祉科の充実を罰指した

教育実践」 留寿都高等学校長城座勲

講演 「士幌町のまちづくりj 士幌町長小川寅之助

研修視察総合研修センター，農林漁業体験実習館，士幌高等学校

第27思・ 1995f存度 (9月13日・ 14日，東藻琴村)

講演 「活性化をめざした村づくりJ 東藻琴村長鈴木芳昭
研究協議会提言 f魅力ある学校の創造一一生徒減少郊に伴なう，本校の将来展望j

北海道壮瞥高等学校長佐藤吉光

視察研修生涯学湾センター，東藻琴高校，東藻琴チーズ工場

視察研修藻琴山展望台，網走天都山，監獄博物館

第28回.199M存度 (9月5B・6日，ニセコ町)

講演 「地方自治あれこれj ニセコ町長逢波紋二

研究協議会提言 「時代の変化への対応を密ざす本校教育の取り組みJ剣灘高等学校長水戸部洋二
視察研修 ニセコ高等学校，有高記念鎗，水田金次郎美術館

第29問・ 1997年度 (9月9日・ 10日，中標津町)

講演 f中標津町のまちづくりJ 中標津町長新出賓
研究協議会提言 「専攻科における農業教育の実践と活性化J

北海選議良野農業高等学校長 鈴木要警

視察研修 関陽台，サーモン科学館，尾岱沼(トドワラ)

第30閏・ 1998年度(9月10日・ 11日，真狩村)

講演 「真狩村の地域づくり」 真狩村村長八回昭七

研究協議提言 「緑地観光科の現状と諜題」 北海道ニセコ高等学校長 瀬戸康明

視察研修 箇松登ギャラリー，河川公園，世界のユリ潤交流センターハウス，真狩フラワーセンタ一等

出典)表3に問じ。

〈資料9)

「農振協j総会・研究協議会・役員会・理事会開催年表

1967年度

1967.11.20 設立総会

1967.12. 6 第1間役員会 「昭和42年度活動方針とその呉体化についてJ.各市町村より問題点，計爾の資
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1968. 2.12 第2回役員会

教育学研究科紀聖書 第81号

定持制農業教育懇談会 f定時制農業教育の現状と課題J

1968年度

1968. 8. 9 役員会各校の施設整備計阪について

1968.12. 6 役員会市長村長宛実習助手配置依綴，図宛同陳情

1969年度

1969. 5.10 役員会 活動経過と今後のあり方， 1969年度の活動と方向内容

1969. 7.12 総会農業部会との逮携，名称変更(北海道市町村立農業諜穂高等学校振興対策協議会→北海

道市町村立定時制農業言語等学校振興対策協議会)

1969.10.22 役員会

1969.10.23 第1問研修会(富良野市) r北海道潟等学校定時制農業教育振興のま春本方針案J(農業部会)
の審議

1970年度

1970. 8.26-27 第2題研修会(別海村・中標津町) r北海道高等学校定時制農業教育振興方策J(農業部
会)の決定

1970.10. 2 理事会振興方策推進のために農業部会に研究委嘱(→6人委員会設霊)

1971年度

1971. 8.31-9. 1 第3回総会・研究協議会・研修視察(厚沢部町)

1972年度

1972. 8.25 第4回総会・研究協議会・研修視察(真狩村)

1973年凌

1973. 9.21-22 第5回総会・研究協議会・研修視察(中頓別町)

1974年度

1974. 4.19 理事会北海道教育長期計画策定について

1974. 8.28 第8回総会・研究協議会・研修視察(秩父別町)

1975. 2. 6 理事会 「農振協の存廃についてj

1975年度

1975. 5.23 理事会 f農振協の存廃についてJ
1975. 9. 2-3 第7図総会・研究協議会(札幌市定山渓)

1976年度

1976. 6.14 理事会 「市町村立定時制農業高等学校隈題懇談会j

1976. 9.10-11 第8回総会・研究協議会・研修視察(士幌町)

1977年度

1977.11.17 -18 第9回総会・研究協議会・研修視察(洞爺村)

1978年度

1978. 9.27 潔事会及び総会 15名中5名の出席で協議会に切り替え

1978. 9.27-28 第10間総会・研究協議会・研修視察(東藻琴村)
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1978.11.15 理事会及び総会 1977年度事業報告・決算， 1978年度計画・予算，役員改選，会則一部変更・

会費値上げ(農銀協の存廃検討，一層の充実，会費大幅増額・関係高校長を会員とする)

1979年度

1979. 6.28 理事会(札幌市)

1979. 8.24-25 第11回総会・研究協議会・研修視察(線加内町)

1980年度

1980. 8. 7 理事会(札幌市 1979年度事業報告・決算， 1980年度計額・予算

1980. 8.29-30 第12朋総会・研究協議会・研修視祭(剣湖町)

1980.10.27 -28 現地協議会(士幌町) r定時制農業高校未来像jの務地協議

1981年波

1981. 8.12 理事会(札幌市 1980年度事業報告・決算， 1981年度計爾・予算

1981. 9. 9-10 第13回総会・研究協議会・研修視察(壮瞥町)

1982年度

1982. 7.15 理事会(札幌市 1981年度事業報告・決算， 1982年度計画・予算

1982. 8.27-28 第14回総会・研究協議会・研修視察(傍寿都村)

1982.11. 5 役員会(札幌市) 農振協の今後の方向， 1982年度研究校， 1982年度予算，教員人事の婆請(婆

務先教職員諜総括主幹)

1983年度

1983. 7.26 役員会(札幌市) 規約改:iE， 1982年度事業報告・決算， 1983年度計画・予算

1983. 8.30-31 第15剖総会・研究協議会・研修視察(富良野市)

1983.11.11 教員人事に隠する要請(札幌市) (要請先財務課長・高等学校課長・教職員謀総括主幹)

1984年度

1984. 8.10 役員会(札幌市 1983年度事業報告・決算， 1984年度計画・予算

1984. 8.30-31 第16回総会・研究協議会・研修視察(士幌町)

1984.12. 5 役員会(札幌市) 教職員人事に関する婆議(要請先教職員課入会長辞任

1985年度

1985. 4.13 調査新教育計額に対する意向調査実施

1985. 7.19 第1回役員会(札幌市 1984年度事業報告・決算， 1985年度計画・予算，役員改選

1985. 8.22-23 第17回総会・研究協議会・研修視察(東藻琴村)

1985.12. 9 第2図役員会(札幌市) 教職員人事に関する望書爵

1986年度

1986. 7.28 第1聞役員会(旭川市 1985年度事業報告・決算， 1986年度計額・予算

1986. 8.28-29 第18副総会・研究協議会・研修視察(ニセコ調T)
1986.11. 5 第2図役員会(札幌市 1987年度総会・研究協議会について，教職員人事の要請

1987年度

1987. 7.27 第1罰役員会(深川市 1986年度事業報告・決算， 1987年度計画・予算，役員改選

1987. 8.26-27 第四郎総会・研究協議会・研修視察(中標津町)

1987.11. 27 第2回役員会(札幌市 1988年度総会・研究協議会について，教職員人事の要請

1988年度
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1988. 7.26 第1図役員会(静内町 1987年度事業報告・決算， 1988年度計画・予算

1988. 8.25-26 第20回総会・研究協議会・研修視察(真狩村)

1988.12.27 第2密役員会(札幌市 1989年度総会・研究協議会について，教職員人事の婆請

1989年度

1989. 7.26 第1聞役員会(磁館市 1988年度事業報告・決算， 1989年度計画・予算

1989. 8.24-25 第21閲総会・研究協議会・研修視察(幌加内町)

1990. 1.31 第2回役員会(札幌市 1990年度総会・研究協議会について，教職員の人事要議

1990年度

1990. 7.25 第1回役員会(岩見沢市 1989年度事業報告・決算， 1990年度計画・予算

1990. 8.23-24 第22回総会・研究協議会・研修視察(剣淵町)

1991. 1. 31 第2聞役員会(札幌市 1991年度総会・研究協議会について，教職員人事の要請

1991年度

1991. 7.31 第1回役員会(札幌市)

1991. 8.29 第23沼総会・研究協議会・研修視察(壮瞥跨)

1991.11. 26 第2周役員会(札線市 1992年度総会・研究協議会について，教職員人事の要請

1992年度

1992. 7.22 第1問役員会(札幌市 1991年度事業報告・決算， 1992年度計画・予算

1992. 9. 3-4 第24U主総会・研究協議会・研修視察(留寿都村)

1992.11. 26 第2聞役員会(札幌市 1993年度総会・研究協議会について，教職員人事の婆請

1993年度

1993.10.19-20 第25回総会・研究協議会・研修視察(富良野市)

1993.11.22 役員会(札線市 1994年度総会・協議会について，教職員人事の婆請(要請先教職員謀総

括主幹)

1994年度

1994. 5.13 臨時総会(札幌市) 市町村立の各農業高校の校長の大傾交代に合わせて開催

1994.10.13-14 第26悶総会・研究協議会・研修視察(士幌町)

1995. 1.31 役員会(札幌市) 役員の改選， 1995年度総会・研究協議会について

1995年度

1995. 9.13-14 第27窃総会・研究協議会・研修視察(東藻琴村)

1996年度

1996. 9. 5-6 第28回総会・研究協議会・研修後察(ニセコ釘)

1997年度

1997. 9. 9-10 第29回総会・研究協議会・研修視察(中標津町)

1998年度

1998. 9.10-11 第30回総会・研究協議会・研修視察(真狩村)

出典)表3に同じ。

〈資料10)

r~tì毎道潟等学校定時制農業教育振興方策J (1972年8月26日，北海道市町村立定時制農業高等学校振興対
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策協議会・北海道高等学校長協会農業部会)の日次と第工綴

(まえがき)

北海道高等学校定時制農業教育振興方策の推進について

本会は定時制農業教育の改善をめざして，昭和45若手8月「北海道高等学校定時制農業教育振興方策」を策

定し，この教育の振興するための基本的方向を明らかにしたが，その内容は定持制農業教育の根本にかかわ

る重要な問題であるばかりでなく，農業の推移ならびに高等学校のすう勢からみて，早期にこれが実現をは

からねばならない情勢にあった。

このため昭和46若手9月行政的見地から推進を図るべき「教育行政嬬」ついで昭和47年8月指導上特に配意

すべき「教育指導編Jを作成した。
今後，それぞれの事項について具体的な改善計画をたて，定時制農業教育の使命を果すように鋭意つとめ

るものである。

g 次

I 定時制農業教育基本方策

第1 定時制農業教育振興の基本方針・・H ・H ・....・H ・........・H ・-….....・H ・-…...・H ・.......・H ・..(3) 

第2 定時制農業教育振興の指針・H ・H ・.....・H ・...・H ・........・H ・...・H ・....・H ・.......・H ・.....・H ・...( 4) 

第3 定時制農業教育の改善すべき事項…...・H ・..…...・H ・.....・H ・...・H ・......・H ・H ・H ・.....・H ・.( 8) 

E 教育行政編

第1 定持制高等学校における農業教育の現状と問題点…...・H ・H ・H ・......・H ・H ・H ・.....・H ・..(15) 

第2 農業教育園の設定・・H ・H ・.....・H ・.....・H ・...・H ・.....・H ・.....・H ・..……...・H ・H ・H ・..・H ・H ・....(15) 

第3 農業教育園設定に伴う教育条件の整備・H ・H ・.....・H ・.....・H ・...・H ・.....・H ・"……...・H ・..(17) 

沼 教育指導線

第1 農業教育の現代化・H ・H ・H ・H ・.....・H ・H ・H ・.....・H ・..…...・H ・.....・H ・......・H ・-…H ・H ・....・H ・.(21) 

第2 教育内容・方法の具体的改善...・H ・H ・H ・...・H ・-…...・H ・'"・H ・-…H ・H ・..，・H ・......・H ・-…・(24)

第3 実湾教育のあり方……...・H ・.....・H ・"…...・H ・.....・H ・.....・H ・.......・H ・...・H ・H ・H ・.....・H ・..(27) 

第4 生活科の教育...・H ・H ・H ・.....・H ・.....・H ・H ・H ・..…...・H ・..…..，・H ・.....・H ・..……...・H ・..……(28)

第5 施設・設備のあり方・H ・H ・..…...・H ・.....・H ・..………...・H ・..…...・H ・.....・H ・"…...・H ・..…(33)

第6 学校農場のあり方…...・H ・.....・H ・H ・H ・.....・H ・H ・H ・.....・H ・H ・H ・.....・H ・.....・H ・..…...・H ・..(36) 

別表 1， 2， 3， 4， 5・H ・H ・H ・H ・...........・H ・.....・H ・H ・H ・"…...・H ・.....・H ・.....・H ・.....・H ・..(38) 

I 定時制農業教育蒸本方策

第1 定時制農業教育振興の基本方針

農業の近代化にともない，今後の農業自営者がもたなければならない資質が少なくとも高等学校卒業程度

以上であることを確認し，将来の自立経営農業を担当するにふさわしい者の養成は高等学校における農業自

営者を養成する学科において行なうべきである。

定時制農業教育はホームプロジェクト学留を採用し堅実な発展と偉大な役割りを来してきたが，今日農業

教育をとりまく諸条件の変化にともないその振興を図るためには，さらにその教育基盤を裳備拡充する必婆

がある。

I 定時制農業高等学校の配還と整備拡充

1.定時制農業高校は当該地域における農業の動向，将来の自立経営農家数等を勘案して，教育園の想定

をはかることとし，学校の形態，規模についてじゅうぶんなる配慮を加え，自営者養成計画を樹立する

とともに，その施設々備については，教育の内容，方法，教員定数，学校経営の効率化等についてじゅ

うぶん検討を加え，これ等に合致したものの捻遂をはかるものとするo

2.定時制農業高校は，教育効果の向上と能率化を図るため次の諸条件の繋織をはかり，全体的教育計画

を樹立する必要がある。
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(1) 農業教育園の想定とは握

(2) 自営者養成教育に対する地減の父兄意識高揚の措音量

(3) 教育目的にかなった生徒の確保措援

(4) 生徒の自営意欲の向上対策

(5) 市町村教委，中学校，普及所等の迷けいによる進路指導の強化措鐙

(6) 自営者としての資質の向上に対する措置

3.定持制i農業高校は，教育の内容，方法毒事を改養充実するため，特に次の毒事項について，検討すべきで

ある。

(1)地域農業の変化に対応、したホームプロジ、エクトの改善充実

(2) 地域農業に対応した教育内容の精選深化

(3) 実験・実習指導の強化

(4) 普通教脊の強化

(5) 生活科教育の充実強化

第2 定時制農業教育振興の指針

I 目的・性格

1.今後の農業自営者がもたなければならない資質が少なくとも，高等学校卒業穏度以上であることが必

要であることに緩み，地域に密着し，地域農業の自立農業経営者の育成という本来の尽的・性格を明確

にするように努めなければならない。

2.定時制農業教育は，教育圏内の市町村，関係機関等との連けい強化をはかり，卒業生の学習の継続を

助長し，地域農村青年，成人教育との逮けい強化に努めなければならない。

3.定時制農業教育は積極的に地域農業談窓を教育内容に取り入れ地域農業課題解決の場となるように努

めなければならない。

耳 教育閣の想定と学校の形態，規模

1.定持制j農業高校は教育効果の向上と能怒の向上ならびに教育内容の焦点化をはかるため，教育密を想

定する必要がある。

2.教育園の想定に当っては，当該地域における農業の動向，将来における自立経営農家数，近隣定時制

農業高校棺Ji.の遥けい調書室，当該市町村の意向等に留意して決定されなければならない。

3. A時総農業高校は，その目的性格，教育効果の観点からその規模を原則として 1学年 2学級程度と
するものとし，単独性農業高校とすることが望ましい。

園 教育環境の整備充実と就農率の向上

1.最近における農業ならびに農業自営者の動向に鑑み，農業および農村の中核的役割をになうべき農業

自営者を養成するため，その教育環境を整備強化する必要がある。

2.教育環境の重量備充実にあたっては，特に次の諸条件について留意するよう努めなければならない。

(幻 自営者養成教育に対する地域住民意識高揚の捻議

(2) El的にかなった生徒の確保措置

(3) 生徒の自営意欲の向上対策の樹立

(4) 教育劉の市町村，教育委員会，中学校，普及所等罪悪係機関との逮けいによる進路指導強化措質

問 自営者としての資質向上対策の樹立

W 教育内容・教育方法

生徒が卒業後地域に密着した近代的な農業絞営を確立し，かつそれを発展させるたに必要な営農力と心

構えをじゅうぶん養うため，定時制における教育内容，教育方法等について次の諸点に留意し改養充実を

はかる必要がある。

1.定時制農業教育は，その性格， El襟に日現し，ホームプロジ、エクトを実習教育の中核とし，生産技術・

経営技術および生活技術の習得をはからなければならない。

したがって，ホームプロジェクトを農業構造の変化，農業技術の進歩，経営の近代化，農村社会構造

の変化毒事に対応して，その内容・方法の改善充実をはかる必要がある。

2.営農力と農企業への心構えを樹立させるためにホームプロジ、エクトにおいて生産性を高めるための指

導を一層充実する必婆がある。
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3.地域課題解決のため億人プロジェクトと併行して集団プロジ、エクトを拡充，強化するとともに，ホー

ムプロジェクトの焦点化をはかる必要がある。

4.農業生産技術の進歩，産業経済の発展に郎応していくために基礎的実験・実習を精選充実し，その指

導を一層強化する必要がある。

5.定時制農業教育においては，その授業形態の特性に鑑み教育の内容を構造化し，系統学習の充実強化

iこつとめなければならない。

そのためには教育内容をより精選するとともにその内容の深化をはかることが必要である。

6.急速な科学技術の進歩，および農業経営技術の発展に即応しうる適応力や創造的能力を育成するため，

専門教育とならんで普通教育を重視するとともに，問者の緊密な逮けいを図ること。

7.生活科においては，将来の自立経営農家における主婦の役載りを考慮して，家政に関する一般的能力，

および農業に関する専門的能力をじゅうぶん養うため，関係科目の内容，単位数等を適切なものにする。

8.実験・実習を行なう場としてホームプロジ、エクト農場，委託農場，学校農場毒事があるが，実験実習の

内容・教育g約に応じ明確に区分し，教育的にこれを利用することが必要である。

V 実験・実習教育の改善充実と施設々備の拡充義傍

農業実験実習は，農業に関する理論学習と不離一体の関係において，農業生産技術および農業経営に隠

する基礎的事項を習得させるとともに，農業実験・笑習を通して農業者としての心構え，ならびに合理的，

実践的な態度を養うものである。

定持制農業高校においては，実習教育の大部分はこれをホームプロジェクトによって行なっているが，

他の方法がより教育の効果があると思われる笑験・実湾教育はこれを教育目的に応、じて，委託実習，学校

農場，その他実習施設で実施することが必婆である。

この場合にあっても，実験・実習教育の内容をじゅうぶん検討して，教育目的や生徒の生活態様に照し，

教育的に利用されなければならない。

施設々備はかかる見地に立って拡充整備し，その内容が当該学校の教育の内容，方法に合致することが

必要である。

定時刻農業教育の施設設備の規模の設定に当たっては特に次の事項に留意する必繋がある。

1.定時制農業教育の醤襟，性格の観点から

(1) 定時制農業教育は生徒の生活様式，授業形態，教育方法毒事からホームプロジェクトの教育が中核で

あり，その教育をより充実することが先決である。

(2) 地域では普及度がいまだ低いが，将来の農業経営ならびに教育課程実施のよマ必婆とされるものの

うち，継続的にその技術を習得しなければならないものについては，精選して重重点的に施設々僚を考

慮することo

(3) 上記の場合においても，その規模を遊底にし，ホームプロジェクト教育を随害しないよう努めるこ

と。

2.農業技術習得の観点、から

(1) 近代的な技術体系に基づく栽培，飼育に関する基礎的事項の実習はホームプロジ‘ェクトによって行

なえるようその内容，方法を改善すること。

(2) 近代的な技術体系の経験，習得は定草寺秘の場合，特に重重要な問題であるが，学校に近代的な規模と

組織につらなる農場を設置することは困難があるので，関係機関との透けいを密にして委託実習等の

措霞を講ずる必要がある。

(3) 学育上近代的な農業技術の碁礎となる原理的な技術知識を習得するため施設々備は重点的にこれを

学校に設置しなければならない。

3.定時制農業高校の目的・性格の観点から

(1) 定特評議農業高校が地域課題解決の場として利用されるよう地域市町村と遥けいをはかり，施設々備

を精選充実しなければならない。

(2) 地域課題を取り上げるには，重点的にしぼり焦点化することが大切である。

(3) 継続教育の立場から市町村との逮けいの下に青年研修施設の充実に努めること。

VI 就農率を高めるための措霞

1.中学校との逮けいによる進路指導の強化充実

高等学校は，定時制農業高校の目標・性格を穣緩的に地域住民に理解させるとともに，関係機関とー
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体となって中学校との遥けいを強化し，営農条件を具備する中学生が，進学を自主的に希望するよう計

画的進路指導の強化充実に努めなければならない。

2.入学選抜方法

北海選教育委員会の入学選抜方法の主旨を理解し，将来確実に農業に従事する志願者を確保するため

に，進路指導の光笑強化と選抜方法の改著書に努めなければならない。

3.卒業者の就農を円滑にするための措置

関係機関との遥けいを緊密にし，卒業後の継続教育に必要な捻畿を講ずるとともに，積極的な人材に

対して営農に必要な資金等の{受賞を与える毒事安定した農業を営めるよう支援し，特に父兄の受入態勢の

整備には万全を真書するよう指導強化に努めなければならない。

4.卒業者に対する継続教育の充実強化

学校は卒業者の継続教育の強化をはかるため，関係機関との跨に一食した教育計画を樹立し，卒業者

を積極的にこれ等教育計留の中に入るよう指導に努めなければならない。

VlI 定時制農業高校の裳備拡充計画の策定

定時制農業高校は，基本方針および定時制農業高校振興の指針に碁づき拡充整備に関する総合的な実施

計画を策定するものとする。

実施計画の内容として次の事項が含まれなければならない。

1.教育閣の想定とそのは握

2.地域的役割と教育の重点方向

3.教育の内容・方法

4.上記に基づく定時制農業高校の拡充整備計爾(学級の設霞形態・規模等を含む)

5. 2. 3に島高速しての必要警な施設，設備の充実計濁

6. !3営者を確保し，その就農準を高めるための農業教育環境の整備計画

第3 定時制農業教育の改養すべき事項

I 高等学校における定時制農業教育のあり方

北海道における定時制農業高校は，独自の教育理念により本道農業に多大の貢献を来したが，近年の広

域市町村閣の推進ならびに農業閣の拡大に伴い次のことにつき検討改善すべきである。

1.農業教育閣の設定と恭準

(1) 教育障の設定は教湾内容を焦点化し教育の効率化をはかる上に緊婆である。

(2) 設定の基準は当該地域の農業動向，将来における自立経営農家数，生徒の通学条件・動向などを主

体として設定することo

(3) 教育濁の設定にあたり，閣内市町村聞の逮けいを密にするよう，教育溜定時制農業高校育成協議会

(仮称)を設立し，地域教育の実をあげること。

2.農業自営者養成計磁の樹立

北海道教育委員会は，昭和39年9月 f農業自営者を養成するための拡充義備計習と適正配置計画jを
作成したが時代の推移を勘案し，新たに「地域別広域養成計画jを樹立すべきである。この場合次のこ

とがらに留意することo

(1) 遊民の生産と生活の領域は今後拡大されるので広域生活衝を考慮し，全道的視野にたって樹立する。

(2) 教育陣内の農家戸数の推移を考察し，圏内生徒の入学定員をf主体的立場から適正fとする。
(3) 生活科は幾業科男子生徒数を考え，全体としてその60%程度の定員を確保する。

3.学校・学科の配置

(1) 配置にあたっては定時制農業高校本来の宮様である農業自営者養成を確認のよ適正化をはかる。

(2) 学科名は教育内容にふさわしいものとし，地域にじゅうぶん浸透し得るものであること。

4.学校・学科実習教育の重点と施設・設備のあり方

(1) 学校・学科および実習教育の重点は，教育留の実情に即応するように明確にすること。

(2) 施設・設備にあたっては，ホームプロジェクトをより深化させるものを優先し，この場合，基礎的

実験実智に焦点をしぼるよう配慮する。

(3) 施設・設備の整備に当たり設愛者が独自でその寅任において行なうものと，留の補助事業によるも

のとを明確に区分すること。
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(4) 教育閣の拡大に伴い，特に寄宿舎，継続教育施設などの広域的活用に配意すること。

5.学校農場のあり方

定時制における学校長霊場は，地域における主婆作物，畜産の基礎的笑験実習と，地域農業に普及奨励

の必要があるものに焦点化し，次のことがらにつき配意する。

(1) 学校長草場は教育閣の特色をいかし，主主持制としての適正規模をもった教育農場とし，主としてホ}

ムプロジェクトの劾長進展に役立つように糠選することo

(2) 学校農場の使用図的や，規模・原理的学習のための施設・設備，教育の主重点とする施設・設備，畜

産実習の方法，農場職員の配置毒事については学校独自の考えによらず設賞者と協議の上定めること。

E 教育内容，方法の改善

自営者養成教育においては教育の内容，方法の現代化をはかり次のことがらに留意すること。

1.実験実習の教育の内容は地域の課題解決を重点的にとりあげ，ホームプロジェクトを助け自家経営の

振興に役立つものにする。

2.教育方法を現代化し，生育の理解，栽培，飼育の診断のための実験・観祭のしかたや調査がじゅうぶ

ん行なえるようにする。

3.実験実習にあたってはそれぞれの8的，学習の場，時期を明確にした実験実習言十郎により，学習の重

複，脱落をさける。

臨 教育環境の繋備

生徒をとりまく教育環境を皇室備し，閣内全体が教育を支援することが大切である。

1.教育障の広域化に伴い教育条件の整備も広い範囲で考え，市町村棺瓦の教育援助，高校進学低空転地域

の就学振興などについて，単位市町村を越えた関係機関の務整が必要である。

2.教育濁内定時制農業高校育成協議会(仮称)が恥心となり，磁内の農業推移のは援，農民の意識高揚，

農業自営者対象生徒の進路指導，継続教育など，後継者育成対策につき指導的役識を来すこと。

3.学校は，生徒の倒人格談の組織化，ホームブロジ、エクトや教育成果の地域浸透などにより，生徒の自

営意欲の向上をはかること。

IV 実験・実習教育指導

定時制における実験・実習は主として，ホームプロジェクトを主体として指導するが，教育の近代化を

はかるため父兄との透けい，指導法の改養徹底をはかる必要さがある。

1.ホームプロジェクト教育の家庭浸透をはかり，父母の意識を高揚し，父子一体化につとめる。

2.問題の発見，学習のあり方については学校全体で圏内農業の課題を設定し，生徒と一体となって解決

する体制を確立する。

3.総会笑習は，定持制の特色が発輝できるように，その趣旨， EI擦，内容，指導方法，評価を明らかに
し，選択叡lをとるなど生徒の態様に合致したものにする。

V 農業改良普及事業との遥けい

当該市町村の中核的農業者となる生徒の指導には，遂の指導のもとに，農業改良普及機関との逮けいを

密にしなければならない。

1.生徒のホームプロジ、エクト指導，集合研修の実施には普及員の協力を求めること。

2.継続教育についても遥けい体制を確立すること。

VI 生活科の教育
生活科の教育については，設援の臼的にてらし農家経営への参加の心構え，知識，技術の習得などにつ

いてじゅうぶん検討を加える必要がある。当面次の事項に潔意すること。

1.生活科の経営にあたっては基礎調査を行ない入学の動機，卒業生の動向，家庭状況などの実態をじゅ

うぶんは援し，既存資料の定期的検討により経営方針を定める。

2.教育課程の編成にあたっては，調和のとれたものとし一般教養と専門教養の割合は 5: 5とすること

が望ましい。また農業科目との比率は地域の特性，父母の婆望，生徒の欲求などを分析し 5 5に近づ

けるように努めること O

3.生活科の指導にあたっては，学科の目的に添うよう専門科目の内容を検討し，ホ}ムプロジ、エクトや

農業，笑習の質的改善をはかること。

注)本資料は遂立岩見沢農業高校所蔵の「農振協J関係資料にあったもの。
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注記

(1) 村松紋夫 f地方自治J(東京大学出版会， 1988年)。

(2) 天JII晃「広域行政と地方分権J(rジュリスト増刊総会特集j29， 1983年)，同「変革の構想J(大森喜事他 f臼

本の地方政府j東京大学出版会， 1986年)。

(3) 山口二郎『大蔵官僚支配の終潟J(岩波書害賠， 1987年)。

(4) 重森腕 f分権社会の政治経済学J(青木著書底， 1992年)。震森の先行研究として，丸山高満 fS本における

政府間財政関係の特質J(大島通義編『政府間財政関係論j有斐掲， 1989年)。

(5) 山口前掲。

(6) 新藤宗幸・武智秀之「福祉国家における政府間関係J(校会保際研究所綴『福祉国家の政府間関係i東京

大学出級会， 1992年)10頁。

(7) 木佐茂男 fドイツの自治体連合組織j(北海道市町村振興協会， 1995年)，同「ドイツとイギリスの自治体

逮合組織を訪ねてJ(rフロンテイア180J14， 1995年7月)，問 f重量かさを生む地方自治一…ードイツを歩い

て考える一-j (日本評論社， 1996年)。ドイツの自治体連合組織については他に庚白金男 f現代ドイツ地

方自治の潮流J(東京市政調査会， 1992年)を参照。

(8) 松村妓夫『日本の行政J(中公新書， 1994年)。

(9) 乾彰夫 f現代日本の教育と企業社会J(大月望書庖， 1990年)。

(10) たとえば，北海道の農業高校の教頭・校長を絞任し，現在士幌町教育委員会生涯学資総括主幹を勤める三

沢治氏は，市町村立農業高校の教育実践につい-Cf市町村立の教育の実践は，やっぱり他に比べて輝いてい

るjと言う (1995年11月28日ヒアリング)。こうした評価は農業高校教員，道教委からよく筒かれ，定評となっ

ている。なお，以下の本文中の三沢氏の苦言葉はこの時のヒアリングによる。

同小出達夫 f教育の社会的編成と公共性一一事例研究:~t海遂士幌高等学校一一J cr産業と教育.112， 
1994年2月)， I湾「教育の社会的編成と公共性(その 2) 一一事例研究:北海道真狩高等学校一一J(r産

業と教育J13， 1995若手3月)，小出遼夫・町井幾久・横弁敏郎「高校教育改革の可能性とその条件の解明J

(r生涯学習研究若手報J2， 1996年9月)。

同北海道高等学校長協会農業部会，同定通部会，北海道農業教育研究集会，北海道総合農学研究会，北海道

自営者養成農業高校研究協議会，北海道農業特別専攻科研究協議会，北海道高等学校教育研究会農業教科部

会，金臨農場協会北海道支部，会閤高校海外教育推進協議会，北海道農業・JA教育研究会，などがある。

(13) 山内太郎編『戦後日本の教育改革第5巻・学校制度.1 (東京大学出版会， 1972年)327， 328賞。

凶 i河上346頁。

岡 田王寺重量雄編 f北海道農業教育発達史J(白本経済評論社， 1980年)159， 160頁。

(1母国島編218-222頁。

(幼田島編255頁。

同定通二十周年記念誌編集委員綴 f北海道定通教育20年のあゆみJ(北海道定通教育ニ十周年記念事務局，

1968年)163頁。

回向上163，190頁。

脚 向上193頁。もっともその後も定通部会は関係機関に選立移管の陳情を続けており，道立移管を求める高

校も多数あったo

凶田島編254-260真。

回 『北海道定通教育20年のあゆみj58頁。

倒向上61頁。
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凶道教育長岡村正吉「本選における定通教育の課題J(同上)258頁。

岡田島編435頁。

同 「北海道高等学校長協会農業部会長手誌J(r北海道農業教育研究J32-2， 1982年3月)21， 22頁。

倒向上22頁。
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凶 f農業科書事の定時制高校が生徒を確保できるのは農業後継者の育成を，より徹底的，かっ効率的に推進し

ょうとする市町村当局や学校関係者の意欲の表れであるといってよく，別海，南i機，ニセコ，女満別をはじ

めとするいくつかの農業高校に見られるように，その経営は地元からも大いに期待されており，生徒たちも

心から楽しんで勉強しているが，農村における定時制高校では，ホームプロジェクトを通じ，生徒をしてわ

が家の経営を改善し，自立を達成せしめるよう，指導体制を整え，地域の実態に応ずる遂営を行うことが大

切なのではないだろうか。J(注24，258， 259J{)。

倒)発足なった「北海道市町村立農業課程高等学校振興対策協議会Jはその後1969年に「北海道市町村立定時

制農業高等学校振興対策協議会Jと改称し， 1983年には「定時制Jを抜いて f北海道市町村立農業高等学校

振興対策協議会Jと改称しているが，本稿では以下すべて「農振協Jで統一する。

側以下「農振協Jについてこの年表を参照しつつ稿を進めるが，逐一注記はしない。

側資料3の年表では，第 l留から第4閉までは「研修会Jとされ，第5留から「研究協議会Jとされている

が，筆者の入手した第3間以降の資料には「研究協議会Jとあり，以下 f研究協議会Jで統一する。

倒 なおこの「振興方策Jが校長会農業部会で決定されるに当たって，農業部会はまず「北海道農業教育協会」

(会国農場協会北海道支部)に定時制農業高校振興方策について検討依頼がなされている。1970年7月に「北

海道農業教育協会」は f高等学校定時制課税農業科における農業教育振興の具体策についての答申(案)J

を提出し，この答申がほぼそのまま校長会農業部会の先の「振興方策Jに取り込まれている。

同 1983年8月の規約改iEではまた「役員会jが理事会に変更されている。

凶教職員人事の要請については1994年度より取りやめとなっている。役員会は1995年度より開催されていな

しミ。

関 「北海道高等学校長協会農業部会年総J29J言。

倒 この著書簡では r12月初めに行われた教育長の集まりjと著書かれているが，この書簡が11月29日付けである

ので，これを11月15日の理事会と判断した。

開赤部仁科氏は岩見沢農業高校長(校長会農業部会長)も務めた。

締以上は小島忠和氏よりの間取り(1995年11月21日)。小島氏は東藻琴高校・帯広農業高校・岩見沢農業高

校の校長などを歴任。 1999年より東藻琴村の村長を務める。

倒玉沢治氏よりの関取りでは 3・1方式は道支和寒高校定持制農業科が梅沢奈子校長時代に始めたという

ことであるが，この点については十分な確認ができなかった。

制 白鳥編379頁。なお問書では真狩言語校も1974年より 3・1方式を実施したとあるがこれは誤りである。

制 たとえば，その後いくつかの市町村立定時制農業高校では4年巨に数ヶ月の海外農業研修を実施するなど

している。

制以上は田島編383-400賞。

制 f要望舎一一昭和45年度教育施策をめぐる道教委への要望一一J(1969年11月付け， r差是振協J名)， r紹

和46年度農業教育予算に関する要望書J(年月日祭機， r農援協J.農業部会逮名)

榊戦後北海道の農業高校教育をリードした中心的な人物の l人で，各地の農業高校長をE重任するとともに，

道教育庁の行政熔でも指導的な役割を果たした。

制 「北海道高等学校長協会農業部会年誌、J34， 35頁
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糊 1980年代前半にいくつかの加盟校が金司帝lJに転換し， 1983若手規約改廷で全日制も加盟が可能となったこと

はすでに述べた。そこでこれ以降は「定持制Jを抜き，市町村立農業高校ということにする。

制 こうした方向は，先に触れた1973年の「農振協J第5図研究協議会での桑島報告円多業年限についてJの

アンケート調査に示唆されていた。すなわちアンケートによれば，もし定時制課程を 31'手制にするのであれ

ば専攻科を設置すべきだという意見が8言舗をしめていたのである。

側 この年，全日制に転換した士幌高校の入学者は46人に回復した。

倒注43に向じ。

倒 たとえば農業福祉科に転換した穏寿都高校は，福祉教育を受けたいという g的意識をもって札幌から入学

してくる生徒が半数を超えるようになった。

制 1999年より提言発表は開催地校が行うこととなった。

関 山崎長吉 f北海道教育史昭和編.J (北海道新聞社， 1981年)242賞。

闘 もっとも高校を設還することで入ってくる税収入や地域経済への波及効果があるという溜も見る必要があ

るが。

倒木佼 fドイツとイギリスの自治体逮合組織を訪ねてJ。

関 f第1次実施計画』がすでに出されている。築者が1997・98年に都立工業高校調査を行った際の見開でも，

都立工業高校の再編は地域や学校の意向がほとんど汲み取られていない。

倒筆者が全国の府県に問い合わせたところ，こうした学区協議会を開催しているところは 1つもなかった。

ただし回答は現在のところ 7寄せしか得られていない。

制答申を作成したのは， r教育計額推進会議jに設置された「高校教育専門部会」である。その構成メンバー
は，北海道高等学校長協会副事務局長(道立恵庭北高校長)，北海道中学校長会副理挙長(札幌市立平岡中

央中学校長)，北海道私立中学高等学校協会副会長(札幌慈恵学閥理毒事長)，北海道高等学校PTA連合会副

会長，北海透PTA連合会事務局長，北海道都市教育委員会連絡協議会北海道都市教育長会副会長(帯広市

教育委員会教育長)，北海道町村教育委員会連合会副会長(知内町教育委員会教育長)，北海道市長会事務局

長，北海道町村会事務局長，北海道高等学校教職員組合中央執行委員長，北海道教職員組合中央執行委員長，

学識経験者(北海道大学教授，同助教授)。

倒 ただし，参加者は各地域の市町村首長・教育長・高校長・組合代表に限定されている。

倒 いくつかの事例研究として小出「教育の社会的編成と公立性一一事例研究:北海道士幌高等学校一-J，

小出・町井・横井 f高校教育改革の可能性とその条件の解明J。

腕木佐『豊かさを生む地方自治j。

制 1970年代の都道府県の高校教育政策を検討したスティーヴン・リード『日本の政府間関係j(木鐸社，

1990年)は教育問題の f政治j的性格を指摘するとともに，都道府県の高校教育放策の f刻一性Jを否定す

る。この結論は慎重に取り扱わねばならないが，都道府県レベルの「多様性Jの視点は重要と考える。

掛乾『日本の教育と企業社会』。ただし筆者は，乾が f教育現実Jに対する「労働現実」の規定性を強調す

る結果，乾の議論は教育政策や政治の領域が極めて消極的にしか位置付けられない構図に焔っているのでは

ないかという感をもっ。教育政策や政治の領域の自律性を正当に位置付ける実証的研究が今後必要である。

(臼)今村都南雄・武智秀之 f政府間関係の構造と過程J(前掲 f福祉国家の政府間関係.1)31頁。

(追認) 本稿作成に当たっては，多数の北海道の農業高校関係者・市町村教育委員会，特に小島忠和，玉沢治，

胞団野光之，長谷川重量，水戸部洋二，林拓志、各先生にお世話になった。また，本稿の資料については岩

見沢農業高校，真狩高校，北海遂教育庁学校教育謀総務係で特に収集の使玄を得た。記して感謝します。


